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ごあいさつごあいさつ

　先生方には、日ごろより当組合をお引き立て賜り、誠にありがとうござい

ます。

　ここに、富山県医師信用組合の「ディスクロージャー誌（令和 ８年 ３月期

第６１期）」を作成し、ホームページ上に開示しましたのでお知らせいたしま

す。

　本誌では、当組合の令和 ７年度の業績や経営内容などについて紹介してお

りますので、ぜひご一読いただき、当組合に対するご理解の一助としていた

だければ幸いです。

　令和 ７年度は、米国関税政策発動による世界的な影響が懸念されましたが、徐々に先行きの不透明感が薄れ

たことや、国内の物価や賃金の上昇等から、日本銀行は政策金利を約３０年振りの高水準となる０．７５％へ引き上

げました。また、日米の株価が史上最高値を更新するなど、世界経済は概ね堅調に推移しました。

　しかし、令和 ７年度終盤に中東情勢がにわかに緊迫化し、先行きの不確実性が急激に高まりました。政治、

経済、金融などあらゆる面で日本への影響も大きく、今後の情勢は予断を許しません。令和 ８年度につきまし

ても不確実性が高く、国内外ともに先行きが見通しにくい状況が続いています。

　当組合の第四次中期経営計画では、『医師専門の金融機関として、地域医療の発展に貢献する』ことを基本

方針に掲げています。富山県医師会の関連団体として、先生方に安心・信頼してお取引いただけるよう、財務

基盤の充実に努めるとともに、健全なガバナンス態勢を確保し、堅実な経営を実践することとしています。

　また、当組合は経済・金融環境が大きく変化する中でも、先生方のお役にたてるよう、預金金利はできる限

り高く、貸出金利はできる限り低く設定しております。

　令和 ７年度は、当組合創立６０周年を迎えました。引き続き、医師会員・組合員のために設立された非営利目

的の金融機関としての原点と、先人の皆様、先生方への感謝を忘れることなく、医業域信用組合ならではの取

り組みを地道に継続していく所存ですので、引き続き当組合をご利用賜りますよう、よろしくお願い申し上げ

ます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和 ８年 ７月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　富山県医師信用組合

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　
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当組合のあゆみ（沿革）当組合のあゆみ（沿革）

経　　営　　方　　針
■基本的な考え方（経営理念）
　当組合は昭和４０年 ６ 月の創業以来、医業域信用組合として、組合員である開業医・勤務医の先
生方に対し、相互扶助の精神を基本に、医業経営のアシスタントとなり、ひいては地域医療の発
展に寄与することを経営理念としております。

■経営方針
１ 　健全経営を念頭に、正確な事務処理、迅速な対応、親身な応対で良質な金融サービスの提供
に努めることとします。
２　法令等遵守を経営上の最重要課題のひとつと位置づけ、誠実かつ公正に業務を遂行します。

■運用方針
１ 　組合員のニーズを発掘して、貸出金の増強に積極的に取り組みます。
２　有価証券の運用は、安全性を重視した安定的な運用収益の確保に努めます。
３　信用リスクや金利リスク等全てのリスクを認識し、統合的なリスク管理を実施します。

■昭和３９年 ４ 月１６日　富山県医師会代議員会において組合設立準

備のための調査費を承認

■昭和４０年 ２ 月２７日　設立内認可申請書を富山県知事に提出

■昭和４０年 ６ 月１５日　設立総会を北陸銀行本店にて開催

　　　　　　　　　　初代理事長に福田博先生就任

■昭和４０年 ７ 月１０日　富山県医師会館（富山市総曲輪）にて営業

開始

■昭和４０年 ７ 月１２日　全国信用協同組合連合会に加盟

■昭和４９年 ６ 月 １ 日　第二代理事長に田上康先生就任

■昭和５５年 ６ 月 １ 日　第三代理事長に本多幸男先生就任

■昭和５６年 ９ 月 ７ 日　富山県医師会館新築移転（富山市蜷川）に

伴い、同会館 ２階にて新事務所開設

■昭和６０年 ７ 月 ７ 日　創立２０周年記念式典・祝賀会開催

■昭和６３年 ６ 月 １ 日　第四代理事長に広瀬友二先生就任

■平成 ６年 ６月 １日　第五代理事長に出口国夫先生就任

■平成 ７年 ７月 ２日　創立３０周年記念式典・祝賀会開催

■平成１４年 ６ 月２５日　第六代理事長に篠川賢久先生就任

■平成１８年 １ 月１６日　ホームページ開設

■平成１９年 ６ 月２６日　第七代理事長に福田孜先生就任

■平成２０年 ５ 月 ７ 日　SKCシステムがスタート

■平成２６年 ６ 月２０日　第八代理事長に馬瀬大助先生就任

■平成２７年 ６ 月 ７ 日　創立５０周年記念式典・祝賀会開催

■平成２９年 ３ 月１３日　ATMを設置しキャッシュカードを発行

■平成２９年 ７ 月１０日　ドクターカードローン及びメディカルカー

ドローンを発売

■平成３０年 １ 月２９日　各種ローンのWEB申込みの取扱いを開始

■平成３０年 ４ 月 ２ 日　三井住友信託銀行の代理店となり遺言信

託・遺産整理の取り扱いを開始

■平成３０年 ６ 月１９日　利用分量配当制度の導入

■令和元年 ６月２１日　第５４回通常総会において役員選出方法を

「選任制」に改正

■令和 ３年 ６月 １日　SBI生命保険と団体信用生命保険契約の締

結

■令和 ４年 １月 ４日　組合加入・口座開設のWEB申込の取扱開

始

■令和 ５年 １月 ４日　SBI 生命保険の団体信用生命保険契約の

WEB申込開始

■令和 ５年 ７月２４日　富山県医師会館新築移転（富山市黒崎）に

伴い、同会館 ２階にて新事務所開設

■令和 ６年 ６月２５日　第九代理事長に村上美也子先生就任

■令和 ７年 ４月 １日　当組合創立６０周年記念「融資金利据え置き

キャンペーン」を実施。

■令和 ７年 ７月 １日　SBI生命保険の連生団体信用生命保険の取

り扱いを開始

■令和 ８年 １月２２日　富山県警察と特殊詐欺等の情報提供に関す

る協定締結
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事業の組織事業の組織

【経営管理体制（組織図）】
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【　経営管理体制（組織図）】
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役員一覧（理事および監事の氏名・役職名）�役員一覧（理事および監事の氏名・役職名）�（令和 ８年 ６月２３日現在）（令和 ８年 ６月２３日現在） 組合員の推移組合員の推移 （単位：人）（単位：人）

理 事 長　村上美也子

専務理事　堀地　　肇

常務理事　稲松　孝則

理　　事　道振　義治

　　　　　舟坂　雅春

　　　　　青山　圭一

　　　　　成瀬　隆倫

　　　　　沼田　仁成

　　　　　藤木　龍輔

　　　　　南里　泰弘

　　　　　津田　　博

　　　　　白崎　文朗

理　　事　土田　敏博

　　　　　金田　　真

　　　　　松　　智彦

　　　　　高橋　英雄

　　　　　福田　一仁

監　　事　藤田　　一

　　　　　藤田　　聡

員外監事　山本　一三

� （弁護士）

員外監事　梶谷　　昭

� （公認会計士）

注）当組合は、弁護士と公認会計士の ２名の員外監事の選任により、
ガバナンスの向上や経営の透明性を高めるよう努めております。

第６１回通常総会について第６１回通常総会について

区　　　分 令和 ６年度末 令和 ７年度末

個 人 １，１４３ １，１４９

法 人 ２３７ ２３９

合 計 １，３８０ １，３８８

■開催日：令和 ８年 ６月２３日㈫
■第６１回通常総会の報告
　事業の概況、庶務事項、事業成績の推移、当組合の現況

■第６１回通常総会決議事項
　第 １号議案　　剰余金の処分の件

　　　　　　　　本件は原案どおり承認可決されました。

　第 ２号議案　　令和 ８年度事業計画、および収支予算案承認の件

　　　　　　　　本件は原案どおり承認可決されました。

　第 ３号議案　　組合が借入する最高限度額決定の件

　　　　　　　　本件は原案どおり承認可決されました。

　第 ４号議案　　理事、監事全員任期満了につき理事１７名、監事 ４名選任の件

　　　　　　　　本件は原案どおり承認可決されました。

　第 ５号議案　　退任役員に対する退職慰労金贈呈の件

　　　　　　　　本件は原案どおり承認可決されました。

�
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令和 ７年度　経営環境・事業概況令和 ７年度　経営環境・事業概況
　令和 ７年度は、米国関税政策発動による世界的な影響が懸念さ

れましたが、徐々に先行きの不透明感が薄れたことや、国内の物

価や賃金の上昇等から、日本銀行は政策金利を約３０年振りの高水

準となる０．７５％へ引き上げました。また、日米の株価が史上最高

値を更新するなど、世界経済は概ね堅調に推移しました。

　しかし、令和 ７年度終盤に中東情勢がにわかに緊迫化し、先行

きの不確実性が急激に高まりました。政治、経済、金融などあら

ゆる面で日本への影響も大きく、今後の情勢は予断を許しません。

令和 ８年度につきましても不確実性が高く、国内外ともに先行き

が見通しにくい状況が続いています。

　当組合の第四次中期経営計画では、『医師専門の金融機関とし

て、地域医療の発展に貢献する』ことを基本方針に掲げています。

富山県医師会の関連団体として、先生方に安心・信頼してお取引

いただけるよう、財務基盤の充実に努めるとともに、健全なガバ

ナンス態勢を確保し、堅実な経営を実践することとしています。

　また、当組合は経済・金融環境が大きく変化する中でも、先生

方のお役にたてるよう、預金金利はできる限り高く、貸出金利は

できる限り低く設定しております。

　令和 ８年 ３月末の実績は、預金につきましては、年間

１，８５９百万円の減少となりました。貸出金につきましては、新規

開業や住宅資金等への積極的な取り組みにより年間４２８百万円の

増加となりました。収益につきましては、コア業務純益は

２３０百万円、当期純利益は１２８百万円と相応の利益を確保しました。

経営体力につきましては、自己資本比率は２４%台と高い水準を

維持しております。組合員数につきましては、年間で３７名の脱退

がありましたが、ウエルカムローンやマイカーローンをはじめ魅

力ある商品が浸透したことにより、勤務医の先生方を中心に４５名

の加入があり、 ８名増加しました。

　令和 ７年度は、当組合創立６０周年を迎えました。引き続き、医

師会員・組合員のために設立された非営利目的の金融機関として

の原点と、先人の皆様、先生方への感謝を忘れることなく、医業

域信用組合ならではの取り組みを地道に継続していく所存ですの

で、引き続き当組合をご利用賜りますよう、よろしくお願い申し

上げます。

令和 ３年度 令和 ４年度 令和 ５年度 令和 ６年度 令和 ７年度
経 常 収 益 ３４５，３７１ ３７１，３３４ ８９０，２９８ ４１８，４８９ ５１０，００１
経 常 利 益 １１２，５７１ １４７，８４５ １５４，１８６ １９８，３８４ １６７，９７４
当 期 純 利 益 ８４，３５２ １１１，０４１ ８６，７５９ １２６，２９４ １２８，９２４
預 金 積 金 残 高 ３８，１８２，３３３ ３８，９５５，５０４ ３８，８９９，３４９ ３７，４８４，６１７ ３５，６２５，３０８
貸 出 金 残 高 ６，３６９，４９１ ６，８７５，５１５ ７，５４７，１１７ ８，１３８，２２７ ８，５６６，３３１
有 価 証 券 残 高 ２５，６７７，２９６ ２５，４２４，０７１ ２３，２３５，０６８ ２６，１３６，２８５ ２３，３５５，６４７
総 資 産 額 ４８，７２５，８９５ ４６，８９８，３０７ ４７，７８１，３３５ ４５，０１６，２９０ ４２，７３４，７８２
純 資 産 額 ５，００７，６６１ ４，７２８，５４３ ５，４７２，６７５ ４，９３２，８２２ ５，４０３，０３２
自己資本比率（単体） ２２．９８% ２２．６９% ２２．１２% ２３．１４% ２４．７８%
出 資 総 額 ４３，６５０ ４３，５１０ ４３，０５０ ４３，１５０ ４２，９７０
出 資 総 口 数 ４，３６５口 ４，３５１口 ４，３０５口 ４，３１５口 ４，２９７口
出資に対する配当金 １，７３９ １，７３４ １，７１１ １，７１３ １，７１１
職 員 数 ８人 ７人 ７人 ７人 ７人

主要な経営指標の推移主要な経営指標の推移 （単位：千円）（単位：千円）

（注） １．残高計数は期末日現在のものです。
　　　 ２．「自己資本比率（単体）」は、平成１８年金融庁告示第２２号により算出しております。
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地域貢献地域貢献

地域密着型金融の取組状況地域密着型金融の取組状況 （令和 ７年 ４月～令和 ８年 ３月）（令和 ７年 ４月～令和 ８年 ３月）

１．地域に貢献する信用組合の経営姿勢
　当組合は、相互扶助の精神を根幹に置き、金融を通して組合員

である先生の医業経営発展のお手伝いをすること、このことが地

域住民の医療や健康管理に寄与し、ひいては「地域貢献」に繋が

ると考えております。

２ ．融資を通じた地域貢献
　当組合は次の点を大切にして融資業務を推進してまいります。

⑴　ご融資のお申し出には、早急に結論を出し迅速な手続きをし

ます。

⑵　ご融資の条件などは、先生のサイドに立って、「借りやすさ」

を醸成します。

⑶　そのためにも、健全経営に徹し、組合員の皆様の一層の信頼

が得られるよう努めてまいります。

１ ．基本的な考え方（経営理念）
　当組合は昭和４０年 ６ 月の創業以来、医業域信用組合として、組

合員である開業医・勤務医の先生方に対し、相互扶助の精神を基

本に、医業経営のアシスタントとなり、ひいては地域医療の発展

に寄与することを経営理念としております。

２ ．第四次中期経営計画
　⑴　計画期間

　　　令和 ６年 ４月 １日～令和１１年 ３ 月３１日（ ５年間）

　⑵　基本方針

　　　『医師専門の金融機関として、地域医療の発展に貢献する』

　　　富山県医師会の関連団体として、経営理念に基づき、地域

医療の発展に貢献します。

　⑶　計画のコンセプト

　　①　医師会員のために設立された金融機関（非営利目的）と

しての役割・使命を果たす。

　　②　医師専門の金融機関として、組合員が当組合に期待する

本質的なニーズに応える。

　　③　健全・堅実な経営の実践により、先生方からの安心感・

信頼感を更に高める。

３ ．令和 ７年度に実施した取組について
　⑴　当組合創立６０周年記念「融資金利据置キャンペーン」を実

施して、新規組合員の加入促進および既存組合員の利用度向

上を図りました。

　⑵　開業資金や住宅資金をはじめマイカー、教育資金等、組合

員のライフサイクルに応じたニーズに積極的に対応いたしま

した。

４ ．組合融資の現状
　⑴　融資残高の推移

　⑵　令和 ７年度組合員貸出利用状況

（単位：百万円、先）

（単位：件、百万円）

６ 年 ３ 月末 ７年 ３月末 ８年 ３月末
残 高 ７，５４７ ８，１３８ ８，５６６
年 間 増 加 額 ６７２ ５９１ ４２８
利 用 者 数 ２８２ ３０４ ３２６

資金使途
件　　数 金　　額

前年比 前年比
住 宅 資 金 １０ △１ ４６０ △２５
教 育 資 金 ２ △３ ７ △２７
自 動 車 購 入 ４４ １０ １９４ ５６
その他消費性資金 ４ △２ １１ △１
年末・中元・納税 １１ △８ ３５ △３４
医 療 機 械 ・ 設 備 １２ △２ ２４５ ５４
開業資金（つなぎ資金含む） ７ △７ ５２４ ３６
運転資金・他行肩代わり ３ △２ ６０ △１１９
合 計 ９３ △１５ １，５３７ △７７
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中小企業の経営改善及び地域の活性化のための取組状況中小企業の経営改善及び地域の活性化のための取組状況
　当組合は、開業医や勤務医の先生方に必要な資金を安定的に供

給し、地域医療の発展に寄与することを経営理念としております。

　当組合は、中小企業金融円滑化法の期限到来後も、「金融円滑

化に関する基本方針」に基づき、これまでと同様に金融の円滑化

に取り組んでまいります。

　また、経営理念を実践するための具体的な取組み方針として、

「中期経営計画」を策定し、地域医療の発展に寄与していきたい

と考えております。

１ ．金融円滑化に関する方針
　⑴　お客さまからの新たな融資の申込については、お客さまの

特性及びその事業の状況を勘案しつつ、できる限り積極的に

対応します。

　⑵　事業資金や住宅ローンをご利用のお客さまから返済条件の

変更等に関する申込みがあった場合には、お客さまごとの状

況を十分に踏まえたうえで、できる限り柔軟な措置を取るよ

う努めます。

　⑶　複数の金融機関から借入を行っているお客さまから返済条

件の変更等の申込み・相談があった場合には、お客さまの同

意を前提に、守秘義務に留意しつつ、他の金融機関と緊密な

連携を図りながら対応します。

　⑷　お客さまの経営状況を踏まえて、経営相談・経営指導及び

経営改善に向けた取組みを行うために、役職員は目利き能力

の向上に努めます。

　⑸　返済条件の変更等を行った後も、お客さまと綿密にご相談

させていただき、経営改善努力を行っているお客さまに対し

て、継続的な経営改善支援に努めてまいります。

　⑹　お客さまからの返済条件の変更等に関する申込み・相談に

対し、迅速かつ誠実な対応に努めるとともに、その対応に際

しては、お客さまとのこれまでの取引関係やお客さまの理解、

経験、資産の状況等に応じた適切かつ丁寧な説明に努めるこ

ととします。

　　　また、顧客のライフサイクルにあわせた各種金融サービス

情報の提供に努めます。

２ ．金融円滑化の実施に向けた態勢整備
　⑴　当組合は、金融円滑化を実効性あるものとするために、内

部管理規程を制定するとともに、組織体制を整備し、お客さ

まの視点に立った、業務運営の維持・向上に継続的に取組む

こととします。

　⑵　お客さまからの返済条件の変更等の申込み相談窓口を設置

し、ご相談に応じます。また、返済条件の変更等に係るご意

見・ご要望・苦情を受付ける窓口を設置し、適切に対応いた

します。

３ ．適切な融資慣行の確立
　当組合は、経営者保証に関するガイドライン研究会（平成２５年

１２月 ５ 日公表）が公表した「経営者保証に関するガイドライン」

（以下、「ガイドライン」という。）を自発的に尊重し、遵守しま

す。

　今後、お客さまと保証契約を締結する場合、また、保証人のお

客さまが本ガイドラインに則した保証債務の整理を申し立てられ

た場合は、本ガイドラインに基づき誠実に対応し、お客さまとの

継続的かつ良好な信頼関係の構築・強化に努めてまいります。

　なお、お客さまからの返済条件の変更等に関するご相談は、当

組合の店頭のほか、次のお問い合わせ窓口までお申し出下さい。

〔お問い合わせ窓口〕
■返済条件の変更等の相談窓口

　業務部融資係ご相談担当　電話番号　０７６－４２９－６２７２

■返済条件の変更等に係るご意見・ご要望・苦情対応窓口

　業務部ご相談・苦情窓口　電話番号　０７６－４２９－６２７２

※受付時間は午前 ９時から午後 ５時までです。ただし、

当組合の休業日は除きます。
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令和 ６年 ３月末 令和 ６年 ９月末 令和 ７年 ３月末 令和 ７年 ９月末 令和 ８年 ３月末
債権数 金額 債権数 金額 債権数 金額 債権数 金額 債権数 金額

貸付けの条件の変更等の申込みを受けた貸
付債権 １６２ １，９３９ １６３ １，９９３ １６９ ２，１７２ １７０ ２，２２４ １７１ ２，２５４

うち、信用保証協会等による債務の
保証を受けていなかった貸付債権 １６２ １，９３９ １６３ １，９９３ １６８ ２，１５６ １６９ ２，２０７ １７０ ２，２３７

うち、実行に係る貸付債権 １６２ １，９３９ １６３ １，９９３ １６８ ２，１５６ １６９ ２，２０７ １７０ ２，２３７
うち、信用保証協会が
条件変更対応保証を応
諾する旨の判断を示し
た貸付債権

－ － － － － －

うち、謝絶に係る貸付債権 － － － － － －
うち、信用保証協会が
条件変更対応保証を応
諾する旨の判断を示し
た貸付債権

－ － － － － －

うち、審査中の貸付債権 － － － － － －
うち、取下げに係る貸付債権 － － － － － －

うち、信用保証協会等による債務の
保証を受けていた貸付債権 － － － － １ １６ １ １６ １ １６

うち、実行に係る貸付債権 － － － － １ １６ １ １６ １ １６
うち、謝絶に係る貸付債権 － － － － － －

うち、信用保証協会等
が債務の保証を応諾す
る旨の判断を示した貸
付債権

－ － － － － －

うち、審査中の貸付債権 － － － － － －
うち、取下げに係る貸付債権 － － － － － －

■金融円滑化に関する措置の実施状況（令和 ８年 ３月末）� （単位：件・百万円）

中小企業金融円滑化法の期限到来後の取組方針について中小企業金融円滑化法の期限到来後の取組方針について
　当組合は、中小企業金融円滑化法の期限到来後も取組方針は変

わりません。

　これからもお客様に対して、貸付の条件の変更等のご相談・お

申込み等に迅速かつ適切におこたえすることができるよう、努め

てまいります。

１．お客様からの新規融資や貸付条件の変更等のご相談・お申込

みに対しては、お客様のご事情を十分に勘案し、迅速かつ真摯

に対応いたします。

２．貸付の条件変更等の申込に際しては、関係する他の金融機関

等と連携を図りながら、円滑な資金供給とお客様の経営改善に

向けた取組みへの積極的な支援を実施いたします。

３．お客様の抱える問題や課題に対しては、お客様の立場に立ち

最適な解決策のご提案が出来るよう、コンサルティング機能の

発揮に努めます。

４．同法の期限到来後の取組みについては、全役職員への周知を

徹底し、当組合全体として金融の円滑化に取組みます。

�

【本件に関するお問い合わせ先】

業務部　電話番号　０７６－４２９－６２７２

（受付時間　平日 ９：００～１７：００）
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第四次中期経営計画第四次中期経営計画
■計画期間
　　令和 ６年 ４月 １日～令和１１年 ３ 月３１日（２０２４年度～２０２８年度

の ５年間）

■基本方針
　『医師専門の金融機関として、地域医療の発展に貢献する』
　富山県医師会の関連団体として、経営理念に基づき、地域医療

の発展に貢献します。

■計画のコンセプト
１．医師会員のために設立された金融機関（非営利目的）として
の役割・使命を果たす
　　「医師会員のための金融機関」として、真に顧客本位の業務

運営を遂行します。

２ ．医師専門の金融機関として、組合員が当組合に期待する本質
的なニーズに応える
　　他の金融機関と比べたり、世の中の流れに追随するのではな

く、組合員のために何をすべきかを主眼とし、医業域信用組合

ならではの取り組みを地道に継続します。

３ ．健全・堅実な経営の実践により、先生方からの安心感・信頼
感を更に高める
　　先生方に安心・信頼してお取引いただけるよう、財務基盤の

充実に努めるとともに、健全なガバナンス態勢を確保し、堅実

な経営を実践します。

■基本戦略
　 １．地域医療の発展と組合員の暮らしの充実に貢献
　　　金融機関本来の役割である「縁の下の力持ち」として、開

業医・勤務医の先生方をサポートします。

　 ２．医師の特性に寄り添った金融仲介機能の提供
　　　医師専門の金融機関として、医師の特性への理解を土台に、

様々なニーズに柔軟にお応えします。

　 ３．先生方に安心して利用いただける経営体質の維持・充実
　　　当組合は、組合員との取引による利益極大化は指向しませ

んが、当組合全体としての必要利益を安定的に確保し、より

強固な経営体質を目指します。

■具体的な施策
　 １．地域医療発展への貢献
　　⑴　医療事業へのサポート
　　　①　融資相談の機会を中心に、新規開業相談や事業承継・

廃業相談等、様々な場面における課題解決に、親身かつ

積極的に取り組みます。

　　　②　経営改善・事業再生支援についても、真摯にアドバイ

ス機能を発揮します。

　　⑵　暮らしの充実へのサポート
　　　①　ライフイベントに応じて、車、住宅、教育等の各種資

金をサポートします。

　　　②　特に事業承継に不可欠な教育資金は、金利面だけでは

なく、借入限度額や借入期間など、より手厚い商品設計

でサポートします。

　 ２．営業基盤の拡大
　　⑴　組合員の増強
　　　①　預金、貸出金の金利はできるだけ組合員にメリットが

ある設定に努め、組合員の利用を促進します。

　　　②　新規組合員優遇商品、利用分量配当制度等により、利

用者のインセンティブを高め、組合員増強を図ります。

　　⑵　当組合のメリットの認知度向上
　　　①　少人数で運営する当組合の営業戦略（融資）の柱は、

当組合のメリットの認知度を高めておき、ニーズ発生時

に相談していただける種蒔きをしておくこと。そして相

談をいただいた時に、迅速・的確に対応し、先生方から

の満足・支持を積み重ねていくことと考えております。

　　　②　医師会報への広告掲載、医局会での説明会、お客様ア

ンケート実施方法の工夫等、医師会グループとの連携を

主体に認知度向上を図ります。

　　　③　税理士、コンサルティング会社等にも当組合のメリッ

トを周知し、相談していただける機会の増加を図ります。

　 ３．財務基盤の充実
　　⑴　安定収益の確保
　　　①　貸出金は、組合員にとって有利な条件を可能な限り維

持し、安定的な増強を目指します。

　　　②　有価証券は、「過度な運用額の増加」や「運用手段の

多様化」など無理な運用は行わず、安全性を重視して運

用します。

　　⑵　低コスト体質の維持
　　　①　限られた経営資源を有効に活用・配分し、ローコスト

経営を維持します。

　　　②　当組合の中核である預貸金業務に経営資源を重点配分

し、効果的かつ効率的な経営を目指します。

　　⑶　自己資本の積み上げ
　　　①　世の中の動向や環境変化に左右されず、組合員の皆様

に安心してお取り引きいただけるよう、より強固な財務

体質を目指します。

　　　②　毎期安定的に利益を確保して、自己資本を着実に積み

上げ、不測の事態にも耐えうるように、財務基盤の更な

る充実を図ります。

　 ４．経営基盤の強化
　　⑴　健全なガバナンス態勢の確保
　　　　県・郡市医師会を代表して選任された役員をはじめ、弁

護士と公認会計士を員外監事として選任、更に理事長直轄
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の内部監査責任者の配置により、経営の透明性および健全

なガバナンス態勢を確保します。

　　⑵　リスク管理態勢の強化
　　　①　リスク量は、経営体力及び自己資本の水準から許容で

きる範囲内とします。

　　　②　「経営の健全性の維持」と「収益性の向上」の双方に

バランスの取れた経営を目指します。

　　　③　サイバーセキュリティ対策、マネロン対策等につきま

しても、適切なリスク管理態勢を構築していきます。

　　⑶　コンプライアンスの徹底
　　　①　金融機関としての社会的責任と公共的使命を十分に認

識し、健全な業務運営を通じて、お客さま及び社会から

の信頼・信用を確保します。

　　　②　社会的規範を逸脱することなく、誠実かつ公正に業務

を遂行して、コンプライアンスの実践を図ります。

　 ５．組織力の強化
　　⑴　職員育成と事務堅確化
　　　①　積極的な研修受講や会議参加等を通じて、各職員の知

見を広げ、人材育成を図ります。

　　　②　業務の互換性向上および事務堅確化により、安定的か

つ持続可能な業務運営態勢を構築します。

　　⑵　医師会グループとの連携強化
　　　①　富山県医師会、郡市医師会、富山県医師協同組合との

連携を強化し、組合員の多様なニーズに応えます。

　　　②　医師会グループとの連携強化により、当組合のメリッ

トをひとりでも多くの先生に認知していただき組合員増

強および当組合の利用拡大を図ります。

　　⑶　中部及び全国医師信用組合との連携
　　⑷　全信中協及び全信組連との連携

■計数目標（令和１１年 ３ 月期）

令和１１年 ３ 月期の預金残高目標を下方修正しています。

預　金 貸出金 収　益 自己資本 組合員数

１１年 ３ 月期
目　標

期末残高
３２０億円

期末残高
９０億円

コア業務純益
１７０百万円

組合員勘定
５２億円 １，４００先

６ 年 ３ 月期
比　較 △６９億円 ＋１５億円 △３５百万円 ＋ ４億円 ＋５６先

■第四次中期経営計画・計数計画実績対比表（末残）� （単位：百万円、％、先）

・ ９／ ３月末以降の「預金」「預貸率」の計数計画を修正しております。
・「預貸率は預貸金計画に基づく参考値として記載しています。計画以上に預金が増加した場合等に預貸率は低下しますので、あくまで参考値といたします。
・「コア業務純益」は安定的な収益確保を目指し、「組合員勘定」の着実な積み上げを図ります。
・「組合員数」は、年間の加入者５０名、脱退４０名、純増１０名を目指します。最終年度は純増１６名としております。

令和 ６年 ３月末 令和 ７年 ３月末 令和 ８年 ３月末 令和 ９年 ３月末 令和１０年 ３ 月末 令和１１年 ３ 月末

残高 年間
増加額 年伸率 残高 年間

増加額 年伸率 残高 年間
増加額 年伸率 残高 年間

増加額 年伸率 残高 年間
増加額 年伸率 残高 年間

増加額 年伸率

預 金
計画 － － － ３８，２００ ▲６９９ ▲１．８０ ３８，４００ ２００ ０．５２ ３４，０００ ▲１，６２５ ▲４．５６ ３３，０００ ▲１，０００ ▲２．９４ ３２，０００ ▲１，０００ ▲３．０３

実績 ３８，８９９ ▲５６ ▲０．１４ ３７，４８４ ▲１，４１４ ▲３．６４ ３５，６２５ ▲１，８５９ ▲２．８７

流動性
計画 － － － １４，０００ ２０３ １．４７ １４，１００ １００ ０．７１ １３，０００ ▲３４０ ▲２．５５ １２，５００ ▲５００ ▲３．８５ １２，０００ ▲５００ ▲４．００

実績 １３，７９７ ７１２ ５．４４ １４，０２９ ２３１ １．６８ １３，３４０ ▲６８９ ▲３．９９

定期性
計画 － － － ２４，２００ ▲９０２ ▲３．５９ ２４，３００ １００ ０．４１ ２１，０００ ▲１，２８５ ▲５．７７ ２０，５００ ▲５００ ▲２．３８ ２０，０００ ▲５００ ▲２．４４

実績 ２５，１０２ ▲７６８ ▲２．９６ ２３，４５５ ▲１，６４６ ▲６．５６ ２２，２８５ ▲１，１７０ ▲４．９９

貸 出 金
計画 － － － ７，８００ ２５３ ３．３５ ８，１００ ３００ ３．８４ ８，４００ ３００ ３．７０ ８，７００ ３００ ３．５７ ９，０００ ３００ ３．４４

実績 ７，５４７ ６７２ ９．７７ ８，１３８ ５９１ ７．８３ ８，５６６ ４２８ ５．２６

預 貸 率
（参考）

計画 － － － ２０．４１ １．０１ － ２１．０９ ０．６８ － ２４．７０ ０．６６ － ２６．３６ １．６６ － ２８．１５ １．７９ －

実績 １９．４０ １．７６ － ２１．７１ ２．３１ － ２４．０４ ２．３３ － － － －

コ ア
業務純益

計画 － － － １６５ ▲３９ ▲１９．１２ １９５ ３０ １８．１８ １７８ ▲１７ ▲８．７２ １７５ ▲３ ▲１．６９ １７０ ▲５ ▲２．８６

実績 ２０４ ８ ４．２２ ２１６ １１ ５．４９ ２３０ １４ ６．７９

組 合 員
勘 定

計画 － － － ４，８７０ ８８ １．８４ ４，９６０ ９０ １．８５ ５，０４０ ８０ １．６１ ５，１２０ ８０ １．５９ ５，２００ ８０ １．５６

実績 ４，７８２ ７９ １．６９ ４，９０１ １１９ ２．４９ ５，０２２ １２０ ２．４６

組合員数
計画 － － － １，３５４ １０ ０．７４ １，３６４ １０ ０．７３ １，３７４ １０ ０．７３ １，３８４ １０ ０．７２ １，４００ １６ １．１５

実績 １，３４４ ２０ １．８１ １，３８０ ３６ ２．６７ １，３８８ ８ ０．５７
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「経営者保証に関するガイドライン」への対応について「経営者保証に関するガイドライン」への対応について
　「経営者保証に関するガイドライン」（以下「ガイドライン」と

いう。）とは、経営者保証（中小企業の経営者等による個人保証）

における合理的な保証契約の在り方等を示すとともに、主たる債

務の整理局面における保証債務の整理を公正かつ迅速に行うため

のルールとして、「経営者保証に関するガイドライン研究会」（全

国銀行協会及び日本商工会議所が事務局）が策定したものです。

　当組合は、本ガイドラインを尊重し、遵守するための態勢整備

を図りました。今後、お客さまと保証契約を締結する場合、また、

保証人が本ガイドラインに則した保証債務の整理を申し立てられ

た場合は、本ガイドラインに基づき、誠実に対応いたします。

　 １．経営者保証は、企業の信用力の補完、情報不足等に伴う債

権保全等の必要性等の観点から、中小企業等の皆様の資金調

達の円滑化に寄与する等の役割があります。一方、ガイドラ

インでは、主たる債務者において以下のような点が将来に亘

って充足すると見込まれる場合には、金融機関は、主たる債

務者の経営状況、資金使途、回収可能性等を総合的に判断す

る中で、経営者保証を求めない可能性や経営者保証の機能を

代替する融資手法を活用する可能性について、主たる債務者

の意向も踏まえた上で検討することとされています。

　　⑴　法人の事業資産と経営者個人の資産・経理が明確に分離

されている。

　　⑵　法人と経営者の間の資金のやりとり（役員報酬、配当、

オーナーへの貸付等）が、社会通念上適切な範囲を超えな

い。

　　⑶　法人のみの資産・収益力で借入返済が可能と判断し得る。

　　⑷　法人から適時適切に財務情報等が提供されている。

　　⑸　経営者等から十分な物的担保等の提供がある。

　　　そこで、お客様ごとにガイドラインに定められた事項等を

総合的に勘案して経営者保証の必要性を検討させていただ

いております。

　 ２．保証金額については、ガイドラインに定められた、保証人

の資産及び収入の状況、融資額、主たる債務者の信用状況、

物的担保等の設定状況、主たる債務者及び保証人の適時適切

な情報開示姿勢等を総合的に勘案して設定させていただいて

おり、必ずしも融資額と同額とはしていません。

　 ３．原則として、保証債務の履行請求時には、一律に保証金額

全額に対して行うものではなく、保証履行時の保証人の資産

状況等を勘案した上で、請求の範囲を検討いたします。また、

保証人がガイドラインに基づく保証債務の整理を申し立てた

場合には、金融機関はガイドラインに基づき当該整理に誠実

に対応するよう努めることとされており、当組合の保証契約

にはその旨が規定されています。

　 ４．経営者保証の必要性が解消された場合には、保証契約の変

更・解除等の見直しの可能性がありますので、ご相談等によ

り経営者保証の必要性を再度判断いたします。

　 ５．事業承継が生じた場合、上記の①ないし②を総合的に勘案

して、後継者との保証契約締結の必要性を検討させていただ

いており、前経営者が負担する保証債務を、後継者が当然に

引き継ぐわけではありません。

　　　また、前経営者から保証契約の解除を求められた場合には、

前経営者が引き続き実質的な経営支配権を有しているか、当

該保証契約以外の手段による既存債権の保全状況、法人の資

産・収益力による借入返済能力を勘案して、保証契約の解除

について適切に判断させていただきます。

　当組合では、「経営者保証に関するガイドライン」の趣旨や内

容を十分に踏まえ、お客さまからお借入や保証債務整理の相談を

受けた際に真摯に対応する態勢を整備しています。経営者保証の

必要性については、お客さまとの丁寧な対話により、法人と経営

者の関係性や財務状況等を把握し、同ガイドラインの記載内容を

踏まえて十分に検討するなど、適切な対応に努めています。また、

どのような改善を図れば経営者保証の解除の可能性が高まるかな

どを具体的に説明し、経営改善支援を行っています。

令和 ６年度 令和 ７年度
新規に無保証で融資した件数 ４０件 ２３件
新規融資に占める経営者保証に依存しない融資の割合 ７５．４７% ６３．８８%
保証契約を解除した件数 ０件 ０件
経営者保証に関するガイドラインに基づく保証債務整
理の成立件数（当組合をメイン金融機関として実施し
たものに限る）

０件 ０件

■「経営者保証に関するガイドライン」の取り組み状況
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法令等遵守態勢法令等遵守態勢
■コンプライアンス態勢
　法令等遵守（コンプライアンス）とは、法令やルールを厳格に

遵守することはもとより、さらには社会的規範を全うすることで

す。

　当組合では、法令等を遵守し、社会人としての健全な常識や高

い倫理観をもって業務を遂行していくことが組合経営の基本であ

ると認識し、コンプライアンス態勢の確立を経営の最重要課題の

一つに位置付けし、以下のような諸施策を実施しています。

１．遵守すべき倫理規範及び行動基準を示した「コンプライアン

スの基本方針」を下記のとおり策定しています。

２．コンプライアンスの具体的な実践計画として、毎年「コンプ

ライアンス・プログラム」を策定し、理事会に進捗状況を報告

して、コンプライアンス態勢の構築・推進を図っています。

３．遵守すべきルールを明確にするために、法令等遵守の具体的

手引書である「コンプライアンス・マニュアル」を、役職員全

員に配布しています。

４．役職員に対する研修や勉強会及び通信講座等を通じて、コン

プライアンス教育の強化を図っています。

５．年に ２回「コンプライアンスに係る自己申告チェックリス

ト」により、コンプライアンスが適切に機能しているかどうか

のチェックを行っています。

■コンプライアンスの基本方針
１ ．当組合は、金融機関としての社会的責任と公共的使命を十分

認識し、健全な業務運営を通じて、お客さま及び社会からの信

頼・信用を確保します。

２．当組合は、法令、諸規則、諸規程の遵守（以下「コンプライ

アンス」という。）を通じて、社会的規範を逸脱することなく、

誠実かつ公正に業務を遂行して、コンプライアンスの実践を図

ります。

３．当組合は、その事業等の情報を適時かつ適切に開示して、広

く社会とのコミュニケーションを図ります。

４．当組合は、従業員の人格、個性を尊重するとともに、安全か

つ快適な環境を確保します。

５．当組合は、社会の構成員であること及び地域社会の発展や公

共の利益に深く関わる業務に携わっていることを認識し、「良

き企業市民」として、自主的かつ積極的に社会貢献活動及び環

境問題に取り組みます。

６．当組合は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢

力とは断固として対決します。

■行動綱領
　信用組合は、「組合員による組合員のための信用組合」を目指

し、資金の融通面だけでなく、組合員である中小企業・小規模事

業者、生活者の悩みや課題を共に考え、解決に協力し、その発展

に貢献している。

　また、信用組合の基盤そのものである地域・業域・職域のそれ

ぞれのコミュニティを支えるために積極的に関与・連携している。

　今後もこうした社会的使命と責任を全うする「相互扶助」を理

念とする協同組織の金融機関として、地域・業域・職域の期待に

応えるとともに、揺るぎない信頼を確立するため、本行動綱領を

定めることとする。

１ ．信用組合の公共的使命
　　信用組合の持つ公共的使命の重みを常に自覚し、健全な業務

運営の遂行を通して揺るぎのない信頼の確立を図る。

２ ．キメ細かい金融サービスの提供
　　地域経済活動を支える金融機関としての機能はもとより、創

意と工夫を活かし、お客さま本位の業務運営を通じて、お客さ

まのニーズに応えるとともに、市民生活や企業活動に脅威を与

えるテロ、サイバー攻撃、自然災害等に備え、セキュリティレ

ベルの向上や災害時の業務継続確保などお客様の利益の適切な

保護にも十分配意したキメ細かい金融サービスの提供を通じて、

地域社会・地域経済の発展に貢献する。

３ ．法令やルールの厳格な遵守
　　あらゆる法令やルールを厳格に遵守し、社会規範にもとるこ

とのない、誠実かつ公正な組織運営を行う。

４ ．地域社会とのコミュニケーション
　　経営等の情報の積極的、効果的かつ公正な開示をはじめとし

て、幅広く地域社会とのコミュニケーションの充実を図る。ま

た、信用組合を取り巻く幅広い利害関係者と建設的な対話を通

して、地域社会からの理解と信頼を確保し、自らの存在価値の

向上を図る。

５ ．人権の尊重
　　すべての人々の人権を尊重する。

６ ．働き方改革の推進、職場環境の充実
　　職員の多様性、人格、個性を尊重する働き方を実現する。ま

た、健康と安全に配慮した働きやすい職場環境を確保する。

７ ．環境問題への取組み
　　資源の効率的な利用や廃棄物の削減を実践するとともに、環

境保全に寄与する金融サービスを提供するなど、環境問題に積

極的に取り組む。

８ ．社会参画と発展への貢献
　　信用組合が地域社会の中においてこそ存続・発展しうる存在

であることを自覚し、地域社会とともに歩む「良き市民」とし

て、積極的に社会に参画し、その発展に貢献する。

９ ．反社会的勢力との関係遮断、テロ等の脅威への対応
　　社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力は、これを断

固として排除し、関係遮断を徹底する。また、国際社会がテロ

等の脅威に直面している中で、マネー・ローンダリング対策お

よびテロ資金供与対策の高度化に努める。

�
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金融ADR制度を踏まえた内部管理態勢について金融ADR制度を踏まえた内部管理態勢について
　当組合は、お客様からのお申し出について、以下のとおり金融

ADR制度も踏まえ、内部管理態勢等を整備して迅速・公平・適

切な対応を図り、もって当組合に対するお客様の信頼の向上に努

めます。

１．お客様からの苦情等については、苦情等対応窓口で受け付け

ます。

２．お申し出いただいた苦情等は、事情・事実関係を調査すると

ともに、必要に応じ関係部署との連携を図り、公正・迅速・誠

実に対応し、解決に努めます。

３．苦情等の受付・対応に当たっては、個人情報保護に関する法

律やガイドライン等に沿い、適切に取り扱いいたします。

４．お客様からの苦情等のお申し出は、しんくみ相談所をはじめ

とする他の機関でも受け付けていますので、内容やご要望等に

応じて適切な機関をご紹介し、その標準的な手続等の情報を提

供します。

５．紛争解決を図るため、弁護士会が設置運営する仲裁センター

等を利用することが出来ます。その際は、しんくみ相談所の規

則等を遵守し解決に取組みます。

６．顧客サポート等に係る情報の集約、苦情等に対する対応の進

捗状況および処理指示については、業務部が一元的に管理します。

７．反社会的勢力による苦情等を装った圧力に対しては、規程等

に基づき、必要に応じ警察等関係機関との連携をとった上、断

固たる対応をとります。

８．苦情等に対応するため、研修等により関連規程等に基づき業

務が運営されるよう、組合内に周知・徹底を図ります。

９．苦情等の内容について分析し、調査を行った苦情等の発生原

因を把握した上、苦情等の再発防止、未然防止に向けた取組み

を不断に行います。

�

■お問い合わせ窓口について
　当組合では、お客様により一層のご満足をいただけるよう、お

取引に係る苦情等を受け付けておりますので、お気軽にお申し出

ください。

　苦情等のお申し出は当信用組合のほか、しんくみ相談所でも受

け付けています。

　相談所は、公平・中立な立場でお申し出を伺い、お申し出のお

客様の了解を得たうえ、当該の信用組合に対し迅速な解決を要請

します。

　東京弁護士会、第一東京弁護士会、第二東京弁護士会が設置運

営する仲裁センター等で紛争の解決を図ることも可能ですので、

当組合業務部またはしんくみ相談所へお申し出ください。

　また、お客様が直接、仲裁センター等へ申し出ることも可能で

す。

当組合へのお申出先
富山県医師信用組合業務部

住　　所：富山市黒崎３３番地

電話番号：０７６－４２９－６２７２

受付時間：午前 ９時から午後 ５時まで

　　　　　（ただし、当組合の休業日を除く）

名　　称：しんくみ相談所

住　　所：〒１０４－００３１　東京都中央区京橋 １－ ９－ ５

電話番号：０３－３５６７－２４５６

　　　　　受付時間：午前 ９時から午後 ５時まで

　　　　　（ただし、金融機関の休業日を除く）

名 称 東京弁護士会紛争解決センター 第一東京弁護士会仲裁センター 第二東京弁護士会仲裁センター

住 所 〒１００－００１３
東京都千代田区霞ヶ関 １－ １－ ３

〒１００－００１３
東京都千代田区霞ヶ関 １－ １－ ３

〒１００－００１３
東京都千代田区霞ヶ関 １－ １－ ３

電 話 ０３－３５８１－００３１ ０３－３５９５－８５８８ ０３－３５８１－２２４９

受 付 日 月～金（除　祝日、年末年始） 月～金（除　祝日、年末年始） 月～金（除　祝日、年末年始）

時 間 ９：３０～１２：００
１３：００～１６：００

１０：００～１２：００
１３：００～１６：００

９ ：３０～１２：００
１３：００～１７：００
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■当組合の苦情受付・対応態勢 
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リスク管理態勢リスク管理態勢
　金融の自由化や国際化の進展に伴い、金融機関が抱えるリスク

も増大かつ多様化しています。こうした状況の中、当組合は経営

の健全性や安定性の向上の観点から、適切なリスク管理態勢の整

備・強化を図ってまいります。

■統合的リスク管理態勢
　統合的リスク管理は、当組合の業務に内在する各種リスクにつ

いて、これを一元的に管理し総体的に捉えて、その総体的なリス

クを当組合の経営体力と比較・対照することにより、当組合の業

務の健全性を確保することを目的としています。

　各リスクのうち可能なものは計量化を行い、経営体力に見合っ

たリスク制御による健全性の確保と安定収益の確保に努めていま

す。

■信用リスクに関する事項
□リスクの説明およびリスク管理の方針
　信用リスクとは，取引先の諸事情により貸出金の元本や利息が

回収できなくなるリスクで、金融機関の経営に与える影響は大き

く、いかに回避・抑制するかが大切です。

　当組合は、貸出資産の健全化・良質化を維持するため厳正な審

査基準に基づく審査体制の強化を図ります。

□管理体制
　当組合は、常務理事、業務部長、融資係の各部署において、厳

正な資産の自己査定を実施するとともに、適正な償却・引当を行

い健全化の確保を図っています。

□評価・計測
　信用リスク量＝貸出金の要注意先以下の債権額ー個別貸倒引当

金＋有価証券の格付BB以下の債権額

■貸倒引当金の計算基準
□一般貸倒引当金
　自己査定に基づく正常先に対する債権および要注意先に対する

債権について、債務者区分ごとに、過去の貸倒実績率に基づき、

過去の損失率を算出し、これに将来発生が見込まれる損失による

修正を加えて予想損失率を求め、各々の債務者区分の債権額に予

想損失率を乗じて予想損失額を算定し、予想損失額に相当する額

を一般貸倒引当金として計上しています。

□個別貸倒引当金
　破綻懸念先、実質破綻先および破綻先に対する債権については、

原則として個別債務者ごとに予想損失額を算定し、予想損失額に

相当する額を貸倒引当金として計上しています。

■リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関等の名称
　㈱格付投資情報センター、㈱日本格付研究所、ムーディーズ、

スタンダード・アンド・プアーズ

■エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定に使用
する適格格付機関等の名称

　全てのエクスポージャーに対して、上記 ４社の適格格付機関を

使用しています。

■信用リスクの削減手法に関するリスク管理方針及び手続の概要
　信用リスク削減手法とは、当組合が抱えている信用リスクを軽

減化するための措置をいい、具体的には、預金担保、有価証券担

保、保証などが該当します。担保又は保証に過度に依存しないよ

うな融資の取り上げに徹しておりますが、審査の結果、担保又は

保証が必要な場合には、お客さまへの十分な説明とご理解をいた

だいた上で、契約するなど適切な取扱に努めております。

　信用リスク削減手法には、適格担保として当組合の預金積金、

上場株式、保証として信用保証協会保証等が該当します。

■派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関す
るリスク管理の方針及び手続の概要

　該当事項はありません。

■証券化エクスポージャーに関する事項
□リスクの説明およびリスク管理の方針
　証券化とは、金融機関が保有するローン債権などを証券として

組み替え、第三者に売却して流動化することを指します。

　当組合は、有価証券投資の一環として購入していますが、運用

については抑制方針としております。

□管理体制
　リスクの認識については、市場動向、格付情報などにより把握

するなど、適切なリスク管理に努めています。

□評価・計測
　当組合が定める「有価証券運用基準」に基づき、投資対象を一

定の信用力を有するものとするなど、適正な運用・管理を行って

います。

■証券化エクスポージャーについて、信用リスク・アセットの額
の算出に使用する方式の名称

　当組合は標準的手法を採用しております。

■証券化取引に関する会計方針
　日本公認会計士協会の「金融商品会計に関する実務指針」に従

って、適正な処理を行っております。
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■証券化エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定
に使用する適格格付機関の名称
　適格格付機関は下記の ４社ですが、投資の種類ごとに適格格付

機関の使い分けは行っていません。

　㈱格付投資情報センター、㈱日本格付研究所、ムーディーズ、

スタンダード・アンド・プアーズ

■オペレーショナル・リスクに関する事項
□リスクの説明およびリスク管理の方針
　オペレーショナルリスクとは、事務リスク、システムリスク、

法務リスク、人的リスク、規制・制度変更リスク、風評リスクな

ど幅広く、様々な不備等により金融機関が損失を被るリスクです。

　当組合は、業務および財産の状況が、法令・定款・諸規程およ

び組合の経営方針に従い適正かつ効率的に運営されているかを、

常務会、理事会、監事会において厳正に対応しています。

　また、不祥事・事故の未然防止に万全を期すとともに、信用組

合財産の健全性と透明性を確保するため、事務レベルの向上や業

務改善の徹底を図っています。

□管理体制
　管理体制や管理方法について、リスク管理の基本方針を定め、

未然防止に万全を期すとともに、万が一発生した場合の影響度の

極小化に努めています。

□評価・計測
　リスクの計測に関しては、基礎的手法を採用しています。

■オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の名称
　当組合は基礎的手法を採用しております。

■出資その他これに類するエクスポージャー又は株式等エクスポ
ージャーに関するリスク管理の方法及び手続の概要に関する事
項
□リスクの説明およびリスク管理の方針
　株式関連の投資信託には、市場価格の変動によって損失を被る

リスクがあります。非上場株式については、市場で売却できない

ことによって損失を被るリスクがあります。

　当組合は、投資信託については、債券相場下落のヘッジ手段と

して対応し、保有限度枠を定めて、限定的な運用をはかっています。

□管理体制
　当組合が定める「余裕資金運用規程」に基づいて、適正な運

用・管理を行っております。

□評価・計測
　会計処理については、日本公認会計士協会の「金融商品会計に

関する実務指針」に従って、適正な処理を行っています。

■金利リスクに関する事項
□リスクの説明およびリスク管理の方針
　金利リスクとは、市場金利の変動によって受ける資産価値の変

動や、将来の収益性に対する影響を指します。

　当組合は、資産の健全性と収益性の向上に積極的に取組むこと

とし、特に金利変動に伴う金利リスクに重点を置き、安定した適

正収益を確保するための体制の充実に努めています。

■管理体制
　一定の金利ショックを想定した場合の銀行勘定の金利リスクを

計測し、毎月常務会・理事会に報告して、相互牽制機能が発揮で

きる体制としています。

■金利リスクの算定手法の概要
□銀行勘定の金利リスク
　銀行勘定の金利リスク量について、重要性テストで計算します。

□重要性テスト
　金利ショックシナリオは、日本円の場合ショック幅を１００bpと

する ６シナリオについて経済価値の低下額を計算し、

　最大のものを採用します。

　 ６シナリオ：上方パラレルシフト、下方パラレルシフト、ステ

ィ―プ化、フラット化、短期金利上昇、短期金利低下

　経済価値の低下額が自己資本の２０％を超えた場合は、オフサイ

トモニタリングデータの追加分析の対象となります。

□オフサイトモニタリングデータの追加分析
　下記の観点等を踏まえ、当局は信用組合と深度ある対話を行う

必要性について判断します。

　 １．「金利ショックによる有価証券の価格変動に関するリスク」

と「自己資本の余裕」との関係

　 ２．「通貨別の金利リスク」と「自己資本の余裕」との関係

　 ３．「金利に係るリスクテイク」と「収益力」との関係

　 ４．「金利ショックが将来収益に与える影響」

□金利ショックシナリオの開示
　 １．上下パラレルに基づくΔEVEについては、開示の対象と

します。

　 ２．上下パラレルを除く ４つのシナリオに基づくΔEVEの開

示については、金利環境等を踏まえて当局が指定します。

　 ３．スティ―プ化に基づくΔEVEが、上下パラレルに基づく

ΔEVEよりも大きくなった場合は開示の対象とします。
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資料編［経営の状況］
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資　　料　　編

貸借対照表貸借対照表 （単位：千円）（単位：千円）

科　　　目 金　　　額
（資産の部） 令和 ６年度 令和 ７年度

現 金 ４３，４５３ ４５，１９５
預 け 金 ９，９９０，４８８ １０，３８９，４９２
買 入 金 銭 債 権 ３００，０００ －
有 価 証 券 ２６，１３６，２８５ ２３，３５５，６４７
国 債 ６，２５６，４３０ ５，８３２，４００

地 方 債 ２，７３１，４９０ ３，０８８，９８０

短 期 社 債 － －

社 債 １２，３９２，４７０ ８，５７９，８６０

株 式 ３，３４６，６９１ ４，５６７，０３１

そ の 他 の 証 券 １，４０９，２０４ １，２８７，３７６

貸 出 金 ８，１３８，２２７ ８，５６６，３３１
割 引 手 形 － －

手 形 貸 付 ２４６，３１２ １８，５３７

証 書 貸 付 ７，８３３，５６８ ８，５０２，４２３

当 座 貸 越 ５８，３４６ ４５，３６９

そ の 他 資 産 １１６，９８７ １１７，６０７
未 決 済 為 替 貸 ２，１８５ ４７０

全 信 組 連 出 資 金 ３４，７００ ３４，７００

前 払 費 用 － －

未 収 収 益 ６０，１９８ ６５，３１９

そ の 他 の 資 産 １９，９０３ １７，１１７

有 形 固 定 資 産 ２９８，１５８ ２８５，２６５
建 物 ２６１，７３２ ２５５，５１５

土 地 － －

リ ー ス 資 産 － －

建 設 仮 勘 定 － －

その他の有形固定資産 ３６，４２６ ２９，７４９

無 形 固 定 資 産 ８２２ ２９１
ソ フ ト ウ ェ ア ８２２ ２９１

の れ ん － －

リ ー ス 資 産 － －

その他の無形固定資産 － －

繰 延 税 金 資 産 ３７，６９１ －
再評価に係る繰延税金資産 － －
債 務 保 証 見 返 ６０，４５３ ５２，２０９
貸 倒 引 当 金 △１０６，２７６ △７７，２５８
（うち個別貸倒引当金） △７１，６３２ △４３，７９３

資 産 の 部 合 計 ４５，０１６，２９０ ４２，７３４，７８２

科　　　目 金　　　額
（負債の部） 令和 ６年度 令和 ７年度

預 金 積 金 ３７，４８４，６１７ ３５，６２５，３０８
当 座 預 金 － －

普 通 預 金 １４，００６，０９２ １３，３１２，３４０

貯 蓄 預 金 － －

通 知 預 金 － －

定 期 預 金 ２３，０５０，７６２ ２１，９９０，８４９

定 期 積 金 ４０４，７４７ ２９４，２０８

そ の 他 の 預 金 ２３，０１５ ２７，９０９

借 用 金 ２，４００，０００ １，４００，０００
当 座 貸 越 ２，４００，０００ １，４００，０００

そ の 他 負 債 ６０，６９６ ６１，６９９
未 決 済 為 替 借 ２６ １，７２１

未 払 費 用 ２４，７６３ ４２，４６７

給 付 補 て ん 備 金 ２５４ ２８１

未 払 法 人 税 等 ３０，８９５ １１，９１２

前 受 収 益 ３，５７９ ３，３３３

払 戻 未 済 金 ５４０ ６９０

リ ー ス 債 務 － －

そ の 他 の 負 債 ６３６ １，２９２

退 職 給 付 引 当 金 ６４，１６６ ６７，６６６
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 １３，５３５ １５，９１５
繰 延 税 金 負 債 － １０８，９５２
再評価に係る繰延税金負債 － －
債 務 保 証 ６０，４５３ ５２，２０９
負 債 の 部 合 計 ４０，０８３，４６８ ３７，３３１，７５０

（純資産の部）
出 資 金 ４３，１５０ ４２，９７０
普 通 出 資 金 ４３，１５０ ４２，９７０

優 先 出 資 金 － －

利 益 剰 余 金 ４，８５８，７９３ ４，９７９，７２０
利 益 準 備 金 ４５，１４０ ４５，１４０

そ の 他 利 益 剰 余 金 ４，８１３，６５３ ４，９３４，５８０

特 別 積 立 金 ４，６００，０００ ４，７００，０００

（ う ち 目 的 積 立 金 ） － －

当 期 未 処 分 剰 余 金 ２１３，６５３ ２３４，５８０

（又は当期未処理損失金） － －

組 合 員 勘 定 合 計 ４，９０１，９４３ ５，０２２，６９０
その他有価証券評価差額金 ３０，８７９ ３８０，３４２
評 価・ 換 算 差 額 等 合 計 ３０，８７９ ３８０，３４２
純 資 産 の 部 合 計 ４，９３２，８２２ ５，４０３，０２２
負債及び純資産の部合計 ４５，０１６，２９０ ４２，７３４，７８２



―　　―19

（注）

１．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。なお、

以下の注記については、表示単位未満を切り捨てて表示して

おります。

２．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均

法による償却原価法（定額法）、その他有価証券のうち時価

のあるものについては事業年度末の市場価格等に基づく時価

法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額

については、全部純資産直入法により処理しております。

３．有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率法

（ただし、平成１０年 ４ 月 １ 日以後に取得した建物（建物附属

設備を除く）並びに平成２８年 ４ 月 １ 日以後に取得した建物附

属設備及び構築物については、定額法）を採用しております。

また、主な耐用年数は次のとおりであります。

　　　　建物 ３年～５０年　　その他 ４年～１７年

４ ．無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は定額法によ

り償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、当組合内における利用可能期間（ ５年）に基づいて償

却しております。

５．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次の

とおり計上しております。

　　日本公認会計士協会　銀行等監査特別委員会報告第 ４号「銀

行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当

金の監査に関する実務指針」（令和 ４年 ４月１４日）に規定す

る正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、

主として今後 １年間の予想損失額又は今後 ３年間の予想損失

額を見込んで計上しており、予想損失額は、 １年間又は ３年

間の貸倒実績又は倒産実績を基礎とした貸倒実績率又は倒産

確率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求め、

これに将来見込み等必要な修正を加えて算定しております。

　　破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保

の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、

その残額のうち必要と認める額を計上しております。破綻先

債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額

から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額

を控除した残額を計上しております。

　　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部

署の協力の下に資産査定部署が資産査定を実施しております。

６．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業

年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

必要額を計上しております。

　　当組合は、複数事業主（信用組合等）により設立された企業

年金制度（総合設立型企業年金基金）に加入しており、当組

合の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することが

できないため、当該企業年金制度への拠出額を退職給付費用

として処理しております。

　　なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度全体

の拠出等に占める当組合の割合並びにこれらに関する補足説

明は次のとおりであります。

⑴　制度全体の積立状況に関する事項（令和 ７年 ３月３１日現在）

　　年金資産の額　　　　　　　　　　 ２４３，１３５百万円

　　年金財政計算上の数理債務の額　　 ２０７，１８１百万円

　　差引額　　　　　　　　　　　　　　３５，９５３百万円

⑵　制度全体に占める当組合の掛金拠出割合

　　（自令和 ６年 ４月分　至令和 ７年 ３月分）０．０３５％

⑶　補足説明

　　上記⑴の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債

務残高８，８５０百万円、及び財政上の剰余金４４，８０４百万円であ

ります。

　　本制度における過去勤務債務の償却方法は、期間 ７年の元利

均等償却であり、当組合は、当事業年度の計算書類上、当該

償却に充てられる特別掛金８３０千円を費用処理しております。

　　なお、上記⑵の割合は当組合の実際の負担割合とは一致して

おりません。

７．役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備え

るため、役員に対する退職慰労金の支給見込額のうち、当事

業年度末までに発生していると認められる額を計上しており

ます。

８．所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引

開始日が平成２０年 ４ 月 １ 日前に開始する事業年度に属するも

のについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によって

おります。

９．消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっており

ます。

１０．理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭

債権総額　６５百万円

１１．理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭

債務総額　－百万円

１２．有形固定資産の減価償却累計額　４６百万円

１３．協同組合による金融事業に関する法律及び金融機能の再生の

ための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであ

ります。

　　なお、債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元

本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証してい

るものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商

品取引法第 ２条第 ３項）によるものに限る。）、貸出金、外国

為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに債務保

証見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価

証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又

は賃貸借契約によるものに限る。）であります。

　　破産更生債権及びこれらに準ずる債権額　２１，４１１千円

　　危険債権額　　　　　　　　　　　　　 １６３，８６２千円

　　三月以上延滞債権額　　　　　　　　　　　　－千円

　　貸出条件緩和債権額　　　　　　　　　　　　－千円

　　合計額　　　　　　　　　　　　　　　 １８５，２７４千円

　　破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、
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更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破

綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権

であります。

　　危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、

財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の

回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更

生債権及びこれらに準ずる債権に該当しないものであります。

　　三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の

翌日から三月以上遅延している貸出金で破産更生債権及びこ

れらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものでありま

す。

　　貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図るこ

とを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済

猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った

貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並

びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。なお、

債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

１４．担保に提供している資産は、次のとおりであります。

　　担保に提供している資産　　　国　債１，１００百万円

　　　　　　　　　　　　　　　　社　債　６００百万円

　　　　　　　　　　　　　　　　預け金２，０００百万円

　　担保資産に対応する債務　　　借用金１，４００百万円

　　特殊当座貸越枠　　　　　　　　　　２，０００百万円

　　上記のほか、為替決済保証金として、全国信用協同組合連合

会へ定期預け金９５０百万円を担保として提供しております。

１５．出資 １口当たりの純資産額は１，２５７，３９６円３６銭です。

１６．金融商品の状況に関する事項

　⑴　金融商品に対する取組方針

　　　当組合は、預金業務、融資業務および市場運用業務などの

金融業務を行っております。このため、金利変動による不

利な影響が生じないように、資産及び負債の総合的管理を

しております。

　⑵　金融商品の内容及びリスク

　　　当組合が保有する金融資産は、預け金、有価証券及び事業

地域内のお客様に対する貸出金です。有価証券は、主に債

券、投資信託及び株式であり、満期保有目的、その他有価

証券及び事業推進目的で保有しております。これらは、そ

れぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、為替変

動のリスク、市場価格の変動リスクに晒されております。

　　　一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動

性リスクに晒されております。

　⑶　金融商品に係るリスク管理体制

　　①　信用リスクの管理

　　　　当組合は、信用リスク管理規程及び信用リスクに関する

諸規程に従い、貸出金について個別案件ごとの与信審査、

与信限度額、信用情報管理、保証や担保の設定、問題債

権への対応など与信管理に関する体制を整備し運営して

おります。

　　　　これらの与信管理は、信用リスク管理担当理事を所管と

して行われ、定期的に理事会を開催し、審議・報告を行

っております。

　　②　市場リスクの管理

　　　ⅰ　金利リスクの管理

　　　　　当組合は、総合的管理によって金利の変動リスクを管

理しております。そして日常的にはＶＡＲ、金利感応

度分析によりモニタリングを実施し、理事会に報告し

ております。

　　　ⅱ　為替リスクの管理

　　　　　当組合は、保有有価証券における為替の変動リスクに

関して、個別の案件ごとに管理しております。

　　　ⅲ　価格変動リスクの管理

　　　　　有価証券を含む市場運用商品の保有については、理事

会が定めた有価証券運用計画に基づき理事会の監督の

下、余裕資金運用規程、有価証券運用基準に従い行わ

れております。

　　　ⅳ　市場リスクに係る定量的情報

　　　　　当組合において、主要なリスク変数である金利リスク

の影響を受ける主たる金融商品は、「預け金」、「有価

証券」のうち債券、「貸出金」、「預金積金」、「借用金」

であります。

　　　　　当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、

「協同組合による金融事業に関する法律施行規則第

六十九条第一項第五号二等の規定に基づき、自己資本

の充実の状況等について金融庁長官が別に定める事項

（平成十九年金融庁告示第十七号）」において通貨ごと

に規定された金利ショックを用いた時価の変動額を市

場リスク量とし、金利の変動リスクの管理にあたって

の定量的分析に利用しております。

　　　　　当該変動額の算定にあたっては、対象の金融資産及び

金融負債を、それぞれ金利期日に応じて適切な期間に

残高を分解し、期間ごとの金利変動幅を用いておりま

す。

　　　　　なお、金利以外のすべてのリスク変数が一定であると

仮定し、当事業年度末現在において、上方パラレルシ

フト（指標金利の上昇をいい、日本円金利の場合１．００

％上昇等、通貨ごとに上昇幅が異なる）が生じた場合、

時価は、１，０９０百万円減少するものと把握しております。

　　　　　当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を

前提としており、金利とその他のリスク変数との相関

を考慮しておりません。

　　　　　また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じ

た場合には、算定額を超える影響が生じる可能性があ

ります。

　　③　資金調達に係る流動性リスクの管理

　　　　当組合は、総合的管理により適時に資金管理を行うほか、

資金調達手段の効率化、市場環境を考慮した長短の調達
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バランスの調整などによって、流動性リスクを管理して

おります。

　⑷　金融商品の時価等に関する事項について補足説明

　　　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場

価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれてお

ります。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採

用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価

額が異なることもあります。

　　　なお、金融商品のうち預け金、貸出金及び預金については、

簡便な計算により算出した時価に代わる金額を開示してお

ります。

１７．金融商品の時価等に関する事項

　　令和 ８年 ３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれ

らの差額は、次のとおりであります。（時価等の評価技法

（算定方法）については（注 １）参照）。なお、市場価格のな

い株式等及び組合出資金は、次表には含めておりません

（（注 ２）参照）。

　　また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。

見積りが困難な債権については、その貸借対照表の

貸出金勘定に計上している額（貸倒引当金控除前の

額）。

　　　　②　①以外は、貸出金の種類ごとにキャッシュ・フロー

を作成し、元利金の合計額を無リスク利子率（また

は市場金利）で割り引いた価額を時価とみなしてお

ります。

　　金融負債

　　　⑴　預金積金

　　　　　要求払預金については、決算日に要求された場合の支

払額（帳簿簿価）を時価とみなしております。定期預

金の時価は、一定の金額帯および期間帯ごとに将来キ

ャッシュ・フローを作成し、元利金の合計額を市場金

利で割り引いた価額を時価とみなしております。

　　　⑵　借用金

　　　　　借用金については、帳簿価格を時価としております。

（注 ２）市場価格のない株式等及び全信組連出資金の貸借対照表

計上額は次のとおりであり、金融商品の時価情報には含

まれておりません。
勘　定　科　目 貸借対照表

計　上　額 時　価 差　額

⑴　預け金（＊ １） １０，３８９ １０，３６７ △２２
⑵　有価証券 ２３，３５４ ２３，３５４ －

その他有価証券 ２３，３５４ ２３，３５４ －
⑶　貸出金（＊ １） ８，５６６

貸倒引当金 △７７
　　　　　 （＊ ２） ８，４８９ ８，３３３ △１５５

金融資産計 ４２，２３２ ４２，０５５ △１７７
⑴　預金積金（＊ １） ３５，６２５ ３５，１３９ △４８６
⑵　借用金（＊ １） １，４００ １，３７６ △２４

金融負債計 ３７，０２５ ３６，５１５ △５１０

（単位：百万円）

（＊ １）預け金、貸出金、預金積金、借用金の「時価」には、「簡便な計算
により算出した時価に代わる金額」が含まれております。

（＊ ２）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除してお
ります。

（注 １）金融商品の時価等の算定方法

　　金融資産

　　　⑴　預け金

　　　　　満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似

していることから、当該帳簿価額を時価としておりま

す。満期のある預け金については、市場金利で割り引

くことで現在価値を算定し、当該現在価値を時価とみ

なしております。

　　　⑵　有価証券

　　　　　株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金

融機関から提示された価格によっております。投資信

託は、公表されている基準価格によっております。

　　　⑶　貸出金

　　　　　貸出金は、以下の①～②の合計額から、貸出金に対応

する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除する方

法により算定し、その算出結果を簡便な方法により算

出した時価に代わる金額として記載しております。

　　　　①　 ６カ月以上延滞債権等、将来キャッシュ・フローの

区　　　分 貸借対照表計上額
非上場株式（※ １） １
全信組連出資金（※ ２） ３４

合　　　計 ３６

（単位：百万円）

　※ １　非上場株式及び全信組出資金については、企業会計基準適用指
針第１９号「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（令和
２年 ３月３１日）第 ５項に基づき、時価開示の対象とはしており
ません。

　※ ２　組合出資金については、企業会計基準適用指針第３１号「時価の
算定に関する会計基準の適用指針」（令和 ３年 ６月１７日）第２４
－１６項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

１８．有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであ

ります。これらには、「株式」、「国債」、「地方債」、「短期社

債」、「社債」、「その他の証券」が含まれております。以下２２

まで同様であります。

　⑴　売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。

　⑵　満期保有目的有価証券に区分した有価証券はありません。

　⑶　子会社・子法人等株式及び関連法人等株式はありません。

　⑷　その他有価証券

【貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの】

貸借対照表計上額 取得原価 差　額
株 式 ４，４８４百万円 １，９５２百万円 ２，５３２百万円
債 券 １６８ １４７ ２１
国　　 債 １０１ ９９ １
地　方　債 － － －
短 期 社 債 － － －
社　　 債 ６７ ４７ １９

そ の 他 － － －
小　　計 ４，６５２ ２，０９９ ２，５５３
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【貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの】

２３．減損処理を行った有価証券

　　売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等及

び組合出資金を除く）のうち、当該有価証券の時価が取得原

価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復す

る見込みがあると認められないものについては、当該時価を

もって貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当事業

年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）してお

ります。

　　当事業年度における減損処理額はありません。

２４．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳は、

それぞれ以下のとおりであります。

　　　　繰延税金資産

　　　　　貸倒引当金損金算入限度額超過額� １６百万円

　　　　　未払事業税否認� ２　　　

　　　　　退職給付引当金損金算入限度額超過額　　　２３　　　

　　　　繰延税金資産合計� ４１　　　

　　　　繰延税金負債

　　　　　その他有価証券評価差額金　　　　　　　 １５０　　　

　　　　　繰延税金負債合計� １５０　　　

　　　　繰延税金資産の純額�  △１０８百万円

貸借対照表計上額 取得原価 差　額
株 式 ８２百万円 １００百万円 △１８百万円
債 券 １７，３３２ １９，２２１ △１，８８８
国　　 債 ５，７３１ ６，５７５ △８４３
地　方　債 ３，０８８ ３，３９４ △３０５
短 期 社 債 － － －
社　　 債 ８，５１２ ９，２５１ △７３９
そ の 他 １，２８７ １，４０２ △１１５
小　　計 １８，７０２ ２０，７２５ △２，０２２
合 計 ２３，３５５ ２２，８２４ ５３１

１９．当期中に売却した満期保有目的の債券はありません。

２０．当期中に売却したその他有価証券は次の通りであります。

　　　　売却価額　　　　売却益　　　　売却損

　　　２，７０７百万円　　　－百万円　　　９２百万円

２１．市場価格のない有価証券のうち、主なものの内容と貸借対照

表計上額は、次のとおりであります。

　　　　その他有価証券

　　　　　　非上場株式　１，３００千円

２２．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債

券の期間毎の償還予定額は次のとおりであります。

（注）貸借対照表計上額は、当該事業年度末における市場価格等に基づく時
価により計上したものであります。

１年以内 １年超 ５年以内 ５年超１０年以内 １０年超
債 券 ３００百万円 ２，０００百万円 ８，６００百万円 ８，８００百万円
国 債 － １００ ４，３００ ２，４００
地 方 債 － ３００ １，９００ １，３００
短 期 社 債 － － － －
社 債 ３００ １，６００ ２，４００ ５，１００
そ の 他 ２００ ５００ ５００ ２００
合 計 ５００ ２，５００ ９，１００ ９，０００
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損益計算書損益計算書 （単位：千円）（単位：千円）

科　　　　　　　目 令和 ６年度 令和 ７年度
経 常 収 益 ４１８，４８９ ５１０，００１
資 金 運 用 収 益 ４１０，４８６ ４７１，５０７
貸 出 金 利 息 ６４，８８２ ６８，７０７
預 け 金 利 息 ２６，４６６ ５２，６７１
有価証券利息配当金 ３１６，２５０ ３４８，１２４
そ の 他 の 受 入 利 息 ２，８８７ ２，００４

役 務 取 引 等 収 益 ２，７０７ ２，５２７
受 入 為 替 手 数 料 １，７４４ １，６３６
そ の 他 の 役 務 収 益 ９６３ ８９１
そ の 他 業 務 収 益 ５，２６６ ６，８１２
国 債 等 債 券 売 却 益 １３７ －
国 債 等 債 券 償 還 益 － ４３２
そ の 他 の 業 務 収 益 ５，１２９ ６，３７９

そ の 他 経 常 収 益 ３０ ２９，１５３
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 － ２９，０１８
株 式 等 売 却 益 － －
そ の 他 の 経 常 収 益 ３０ １３４

経 常 費 用 ２２０，１０４ ３４２，０２６
資 金 調 達 費 用 ３１，７８４ ７６，７４７
預 金 利 息 ３０，１１７ ７３，６２１
給付補てん備金繰入額 ２９７ ４４０
借 用 金 利 息 １，３６９ ２，６８４
そ の 他 の 支 払 利 息 － －

役 務 取 引 等 費 用 ９，９５７ １１，３６８
支 払 為 替 手 数 料 １，９４０ １，９５７
そ の 他 の 役 務 費 用 ８，０１６ ９，４１１
そ の 他 業 務 費 用 － ９２，３７６
国 債 等 債 券 売 却 損 － ９２，３７６
国 債 等 債 券 償 還 損 － －
国 債 等 債 券 償 却 － －
そ の 他 の 業 務 費 用 － －

経 費 １６０，４９４ １６１，５３４
人 件 費 ７６，３３０ ７９，９００
物 件 費 ７７，９５１ ７９，６４６
税 金 ６，２１３ １，９８７
そ の 他 経 常 費 用 １７，８６８ －
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 １７，２１２ －
貸 出 金 償 却 － －
株 式 等 売 却 損 － －
株 式 等 償 却 － －
金 銭 の 信 託 運 用 損 － －
そ の 他 資 産 償 却 － －
そ の 他 の 経 常 費 用 ６５５ －

経 常 利 益 １９８，３８４ １６７，９７４
特 別 利 益 － －
固 定 資 産 処 分 益 － －
そ の 他 の 特 別 利 益 － －
特 別 損 失 ３２，８５０ ４
固 定 資 産 処 分 損 ３２，８５０ ４
減 損 損 失 － －
そ の 他 の 特 別 損 失 － －
税 引 前 当 期 純 利 益 １６５，５３４ １６７，９７０
法人税・住民税及び事業税 ４７，２８９ ３０，８７８
法 人 税 等 調 整 額 △８，０４９ ８，１６７
当 期 純 利 益 １２６，２９４ １２８，９２４
繰 越 金（ 当 期 首 残 高 ） ８７，３５８ １０５，６５５
積 立 金 取 崩 額 － －
当 期 未 処 分 剰 余 金 ２１３，６５３ ２３４，５８０
（注） １．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
　　　 ２．出資 １口当りの当期純利益　２９，６７９円８０銭

財務諸表の適正性及び内部監査の有効性財務諸表の適正性及び内部監査の有効性

業務粗利益及び業務純益等　　業務粗利益及び業務純益等　　（単位：千円）（単位：千円）

剰余金処分計算書剰余金処分計算書 （単位：千円）（単位：千円）

科　　　　　　目 令和 ６年度 令和 ７年度
当 期 未 処 分 剰 余 金 ２１３，６５３ ２３４，５８０
積 立 金 取 崩 額 － －
剰 余 金 処 分 額 １０７，９９７ ２０８，２６１
利 益 準 備 金 － －
普通出資に対する配当金 １，７１３ １，７１１

（ ４ ％の割合） （ ４％の割合）
優先出資に対する配当金 － －
事業の利用分量に対する配当金 ６，２８４ ６，５５０
特 別 積 立 金 １００，０００ ２００，０００
目 的 積 立 金 － －
次 期 繰 越 金 １０５，６５５ ２６，３１８

科　　　　　　目 令和 ６年度 令和 ７年度
資 金 運 用 収 益 ４１０，４８６ ４７１，５０７
資 金 調 達 費 用 ３１，７８４ ７６，７４７

資 金 運 用 収 支 ３７８，７０１ ３９４，７６０
役 務 取 引 等 収 益 ２，７０７ ２，５２７
役 務 取 引 等 費 用 ９，９５７ １１，３６８

役 務 取 引 等 収 支 △７，２５０ △８，８４０
そ の 他 業 務 収 益 ５，２６６ ６，８１２
そ の 他 業 務 費 用 － ９２，３７６

そ の 他 の 業 務 収 支 ５，２６６ △８５，５６３
業 務 粗 利 益 ３７６，７１７ ３００，３５５
業 務 粗 利 益 率 ０．８３％ ０．６９％
業 務 純 益 ２１６，９８１ １３８，８２１
実 質 業 務 純 益 ２１６，２２３ １３８，８２１
コ ア 業 務 純 益 ２１６，０８６ ２３０，７６４
コ ア 業 務 純 益
（投資信託解約損益を除く） ２１６，０８６ ２３０，７６４

（注） １．資金調達費用は、金銭の信託運用見合費用を控除して表示してお
ります。

　　　 ２．業務粗利益率＝業務粗利益／資金運用勘定計平均残高×１００
　　　 ３．業務純益＝業務収益－（業務費用－金銭の信託運用見合費用）
　　　 ４．実質業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額
　　　 ５．コア業務純益＝実質業務純益－国債等債券損益

　私は当組合の令和 ７年 ４月 １日から令和 ８年 ３月３１日まで
の第６１期の事業年度における貸借対照表、損益計算書及び剰
余金処分計算書（又は損失金処理計算書）の適正性、及び同
書類作成に係る内部監査の有効性を確認いたしました。		
　　令和 ８年 ６月２３日　　
　　富山県医師信用組合
　　理事長

法定監査の状況法定監査の状況

　当信用組合は、協同組合による金融事業に関する法律第 ５
条の ８の ３に規定する法定監査は義務づけられておりません
ので監事による監査を実施しております。
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経費の内訳経費の内訳 （単位：千円）（単位：千円）

項　　　目 令和 ６年度 令和 ７年度

人 件 費 ７６，３３０ ７９，９００

報 酬 給 料 手 当 ６１，７１８ ６４，０５２

退 職 給 付 費 用 ６，５１８ ７，４２１

そ の 他 ８，０９４ ８，４２６

物 件 費 ７７，９５１ ７９，６４６

事 務 費 ２６，２５６ ２８，３１６

固 定 資 産 費 ６，０６３ ６，７５７

事 業 費 ２１，７９３ ２３，０５９

人 事 厚 生 費 ２，６４８ ２，３７３

減 価 償 却 費 １５，４４２ １３，４２３

そ の 他 ５，７４７ ５，７１６

税 金 ６，２１３ １，９８７

経 費 合 計 １６０，４９４ １６１，５３４

役務取引の状況役務取引の状況 （単位：千円）（単位：千円）

科　　　　　　目 令和 ６年度 令和 ７年度

役 務 取 引 等 収 益 ２，７０７ ２，５２７

受 入 為 替 手 数 料 １，７４４ １，６３６

そ の 他 の 受 入 手 数 料 ９６３ ８９１

その他の役務取引等収益 － －

役 務 取 引 等 費 用 ９，９５７ １１，３６８

支 払 為 替 手 数 料 １，９４０ １，９５７

そ の 他 の 支 払 手 数 料 １４１ ２０１

その他の役務取引等費用 ７，８７５ ９，２１０

受取利息および支払利息の増減　　　　受取利息および支払利息の増減　　　　（単位：千円）（単位：千円）

項　　　目 令和 ６年度 令和 ７年度

受 取 利 息 の 増 減 ２６，１５６ ６１，０２１

支 払 利 息 の 増 減 ９，２２３ ４４，９６２

報酬体系について報酬体系について

区　　　　分 支　払　総　額

対象役員に対する報酬等 １９百万円

１ ．対象役員
　当組合では、理事全員及び監事全員（非常勤を含む）の報酬体

系を開示しております。対象役員に対する報酬等は、職務執行の

対価として支払う「基本報酬」及び「賞与」、在任期間中の職務

執行及び特別功労の対価として退任時に支払う「退職慰労金」で

構成されています。

　⑴　報酬体系の概要

　　　【基本報酬及び賞与】

　　　非常勤を含む全役員の基本報酬及び賞与につきましては、

総会において、理事全員及び監事全員それぞれの支払総額の

最高限度額を決定しております。

　　　そのうえで、各理事の基本報酬額につきましては役位や在

任年数等を、各理事の賞与額については前年度の業績等をそ

れぞれ勘案し、当組合の理事会において決定しております。

また、各監事の基本報酬額及び賞与額につきましては、監事

の協議により決定しております。

　　　【退職慰労金】

　　　退職慰労金につきましては、在任期間中に毎期引当金を計

上し、退任時に総会で承認を得た後、支払っております。

　　　なお、当組合では、退職慰労金の支払いに関して支給対象

者、支給額の算定方法等を規程で定めております。

　⑵　令和 ７年度における対象役員に対する報酬等の支払総額

（非常勤役員を含む）

２ ．対象職員等
　当組合における報酬体系の開示対象となる「対象職員等」は、

当組合の職員で対象役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を

受ける者のうち、当組合の業務及び財産の状況に重要な影響を与

える者をいいます。

　なお、令和 ７年度において、対象職員に該当する者はいません

でした。

注 １．対象役員に該当する理事は１７名、監事は ４名です（期中に退任した者
を含む）。

注 ２．上記の支払総額の内訳は、「基本報酬」１７百万円、「退職慰労金」
２百万円となっております。

　　　「退職慰労金」は、当年度中に支払った退職慰労金（過年度に繰り入
れた引当金分を除く）と当年度に繰り入れた役員退職慰労引当金の合
計額です。

注 １．対象職員等には、期中に退職した者も含めております。
注 ２．「同等額」は、令和 ７年度に対象役員に支払った報酬等の平均額とし

ております。
注 ３．当組合の職員の給与、賞与及び退職金は当組合における「給与規程」

及び「退職金規程」に基づき支払っております。
　　　なお、当組合は、非営利・相互扶助の協同組合組織の金融機関であり、

業績連動型の報酬体系を取り入れた自社の利益を上げることや株価を
上げることを動機づけされた報酬となっていないため、職員が過度の
リスクテイクを引き起こす報酬体系はありません。
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資金運用勘定、調達勘定の平均残高等資金運用勘定、調達勘定の平均残高等

科　目 年度 平均残高（百万円） 利息（千円） 利回り（％）

資 金 運 用
勘 定

６年度 ４５，３７８ ４１０，４８６ ０．９０

７ 年度 ４３，４０７ ４７１，５０７ １．０８

う ち
貸 出 金

６年度 ７，８２９ ６４，８８２ ０．８２

７ 年度 ８，４３１ ６８，７０７ ０．８１

う ち
預 け 金

６年度 １３，０６８ ２６，４６６ ０．２０

７ 年度 １０，１９３ ５２，６７１ ０．５１
う ち
買入金銭
債 権

６年度 ３００ １，４９９ ０．４９

７ 年度 １２３ ６１６ ０．４９

う ち
有価証券

６年度 ２４，１４６ ３１６，２５０ １．３０

７ 年度 ２４，６２５ ３４８，１２４ １．４１

資 金 調 達
勘 定

６年度 ４０，７９０ ３１，７８４ ０．０７

７ 年度 ３８，６９１ ７６，７４７ ０．１９

う ち
預金積金

６年度 ３８，２６０ ３０，４１４ ０．０７

７ 年度 ３６，８４２ ７４，０６２ ０．２０
う ち
譲 渡 性
預 金

６年度 － － －

７ 年度 － － －

う ち
借 用 金

６年度 ２，５２９ １，３６９ ０．０５

７ 年度 １，８４９ ２，６８４ ０．１４

総資金利鞘等総資金利鞘等 （単位：％）（単位：％）

区　　　分 令和 ６年度 令和 ７年度

資 金 運 用 利 回（ａ） ０．９０ １．０８

資金調達原価率（ｂ） ０．４７ ０．６１

資 金 利 鞘（ａ－ｂ） ０．４３ ０．４７

総資産経常利益率、総資産当期純利益率　　　　総資産経常利益率、総資産当期純利益率　　　　（単位：％）（単位：％）

区　　　分 令和 ６年度 令和 ７年度

総 資 産 経 常 利 益 率 ０．４３ ０．３８

総資産当期純利益率 ０．２７ ０．２９
（注）総資産経常（当期純）利益率＝経常（当期純）利益／総資産（債務保

証見返を除く）平均残高×１００

（注）資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（令和 ６年度 ２百万、令和 ７
年度 ２百万）を、それぞれ控除して表示しております。

その他業務収益の内訳　　　その他業務収益の内訳　　　（単位：百万円）（単位：百万円）

項　　　目 令和 ６年度 令和 ７年度

外 国 為 替 売 買 益 － －

商品有価証券売買益 － －

国 債 等 債 券 売 却 益 ０ －

国 債 等 債 券 償 還 益 － ０

金 融 派 生 商 品 収 益 － －

そ の 他 の 業 務 収 益 ５ ６

その他業務収益合計 ５ ６

１ 店舗当りの預金および貸出金残高　　　　　　１店舗当りの預金および貸出金残高　　　　　　（単位：百万円）（単位：百万円）

区　　　分 令和 ６年度 令和 ７年度

１ 店舗当りの預金残高 ３７，４７４ ３５，６２５

１ 店舗当りの貸出金残高 ８，１３８ ８，５６６

預貸率、預証率の期末値及び期中平均値　　　　預貸率、預証率の期末値及び期中平均値　　　　（単位：％）（単位：％）

区　　　分 令和 ６年度 令和 ７年度

預 貸 率
（期　　末） ２１．７１ ２４．０４

（期中平均） ２０．４６ ２２．８８

預 証 率
（期　　末） ６９．７２ ６５．５５

（期中平均） ６３．１１ ６６．８３

職員 １人当りの預金および貸出金残高　　　　　　職員 １人当りの預金および貸出金残高　　　　　　（単位：百万円）（単位：百万円）

区　　　分 令和 ６年度 令和 ７年度

職員 １人当りの預金残高 ５，３５４ ５，０８９

職員 １人当りの貸出金残高 １，１６２ １，２２３

先物取引の時価情報先物取引の時価情報

該当ありません。

オフバランス取引の状況オフバランス取引の状況

該当ありません。
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預金種目別平均残高　　　　預金種目別平均残高　　　　（単位：百万円、％）（単位：百万円、％）

種　　目
令和 ６年度 令和 ７年度

金　額 構成比 金　額 構成比

流 動 性 預 金 １３，９４９ ３６．４ １３，７７２ ３７．３

定 期 性 預 金 ２４，３１１ ６３．５ ２３，０６９ ６２．６

譲 渡 性 預 金 － － － －

その他の預金 － － － －

合 計 ３８，２６０ １００．０ ３６，８４２ １００．０

預金者別預金残高　　　預金者別預金残高　　　（単位：百万円、％）（単位：百万円、％）

区　　分
令和 ６年度 令和 ７年度

金　額 構成比 金　額 構成比

個 人 ２４，９７９ ６６．６ ２３，４５６ ６５．８

法 人 １２，５０５ ３３．３ １２，１６８ ３４．２

一 般 法 人 １２，５０２ ３３．３ １２，１６５ ３４．１

金 融 機 関 － － － －

公 金 ３ ０．０ ３ ０．０

合 計 ３７，４８４ １００．０ ３５，６２５ １００．０

財形貯蓄残高財形貯蓄残高 （単位：百万円）（単位：百万円）

項　　　目 令和 ６年度 令和 ７年度

財 形 貯 蓄 残 高 － －

定期預金種類別残高　　定期預金種類別残高　　（単位：百万円）（単位：百万円）

区　　　分 令和 ６年度 令和 ７年度

固 定 金 利 定 期 預 金 ２３，００７ ２１，９５１

変 動 金 利 定 期 預 金 ４３ ３９

そ の 他 の 定 期 預 金 － －

合 計 ２３，０５０ ２１，９９０

貸出金種類別平均残高　　　　貸出金種類別平均残高　　　　（単位：百万円、％）（単位：百万円、％）

貸出金業種別残高・構成比　　　　　　貸出金業種別残高・構成比　　　　　　（単位：百万円、％）（単位：百万円、％）

科　　目
令和 ６年度 令和 ７年度

金　額 構成比 金　額 構成比
割 引 手 形 － － － －

手 形 貸 付 １９２ ２．４ ６９ ０．８

証 書 貸 付 ７，５６５ ９６．６ ８，３０６ ９８．５

当 座 貸 越 ７０ ０．９ ５５ ０．６

合 計 ７，８２９ １００．０ ８，４３１ １００．０

業　種　別
令和 ６年度末 令和 ７年度末
金額 構成比 金額 構成比

製 造 業 － － － －

農 業 － － － －

林 業 － － － －

漁 業 － － － －

鉱 業 － － － －

建 設 業 － － － －

電気・ガス・熱供給・水道業 － － － －

情 報 通 信 業 － － － －

運 輸 業 － － － －

卸 売 業、 小 売 業 － － － －

金 融 ・ 保 険 業 － － － －

不 動 産 業 － － － －

各 種 サ ー ビ ス ４，７４３ ５８．２ ４，９５５ ５７．８

そ の 他 の 産 業 － － －

小 計 ４，７４３ ５８．２ ４，９５５ ５７．８
地 方 公 共 団 体 － － －

雇用・能力開発機構等 － － －

個人（住宅・消費・納税資金等） ３，３９５ ４１．７ ３，６１０ ４２．１

合 計 ８，１３８ １００．０ ８，５６６ １００．０
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貸出金使途別残高　　　貸出金使途別残高　　　（単位：百万円、％）（単位：百万円、％）

担保種類別貸出金残高及び債務保証見返額　　　　　　　担保種類別貸出金残高及び債務保証見返額　　　　　　　（単位：百万円、％）（単位：百万円、％）

区　　分
令和 ６年度末 令和 ７年度末

金　額 構成比 金　額 構成比

運 転 資 金 １，３６９ １６．８ １，１６５ １３．６

設 備 資 金 ６，７６８ ８３．１ ７，４００ ８６．３

合 計 ８，１３８ １００．０ ８，５６６ １００．０

消費者ローン・住宅ローン残高　　　　　　消費者ローン・住宅ローン残高　　　　　　（単位：百万円、％）（単位：百万円、％）

区　　分
令和 ６年度末 令和 ７年度末

金　額 構成比 金　額 構成比

消費者ローン ４４７ １６．８ ４３７ １４．８

住 宅 ロ ー ン ２，２０１ ８３．１ ２，５０９ ８５．１

合 計 ２，６４８ １００．０ ２，９４６ １００．０

貸出金償却額貸出金償却額 （単位：百万円）（単位：百万円）

項　　　目 令和 ６年度末 令和 ７年度末

貸 出 金 償 却 額 － －

貸出金金利区分別残高　　貸出金金利区分別残高　　（単位：百万円）（単位：百万円）

区　　　分 令和 ６年度末 令和 ７年度末

固 定 金 利 貸 出 ７８４ ７９９

変 動 金 利 貸 出 ７，３５３ ７，７６７

合 計 ８，１３８ ８，５６６

区　　　　分 金　額 構成比 債務保証
見返額

当組合預金
積 金

令和 ６年度末 － － －

令和 ７年度末 － － －

有 価 証 券
令和 ６年度末 － － －

令和 ７年度末 － － －

動 産
令和 ６年度末 － － －

令和 ７年度末 － － －

不 動 産
令和 ６年度末 ５，４２６ ６６．６ －

令和 ７年度末 ５，８５０ ６８．２

そ の 他
令和 ６年度末 － － －

令和 ７年度末 － － －

小 計
令和 ６年度末 ５，４２６ ６６．６ －

令和 ７年度末 ５，８５０ ６８．２ －

信用保証協会・
信 用 保 険

令和 ６年度末 ２０２ ２．４ －

令和 ７年度末 １５９ １．８ －

保 証
令和 ６年度末 ２７８ ３．４ ６０

令和 ７年度末 ２４９ ２．９ ５２

信 用
令和 ６年度末 ２，２３１ ２７．４ －

令和 ７年度末 ２，３０６ ２６．９ －

合 計
令和 ６年度末 ８，１３８ １００．０ ６０

令和 ７年度末 ８，５６６ １００．０ ５２
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有価証券種類別残存期間別残高有価証券種類別残存期間別残高 （単位：百万円）（単位：百万円）

区　　　分 １年以内 １年超　
３年以内

３年超　
５年以内

５年超　
７年以内

７年超　
１０年以内 １０年超 期間の定め

のないもの 合計

国 債
令和 ６年度 ０ ０ ０ １００ ３，１００ ３，６００ ０ ６，８００

令和 ７年度 ０ ０ １００ ５００ ３，８００ ２，４００ ０ ６，８００

地 方 債
令和 ６年度 ０ ０ ３００ ０ １，３００ １，３００ ０ ２，９００

令和 ７年度 ０ ２００ １００ ０ １，９００ １，３００ ０ ３，５００

短 期 社 債
令和 ６年度 － － － － － － － －

令和 ７年度 － － － － － － － －

社 債
令和 ６年度 ５００ １，１００ ２，４００ １，１００ １，７００ ６，３００ ０ １３，１００

令和 ７年度 ３００ １，１００ ５００ １，５００ ９００ ５，１００ ０ ９，４００

株 式
令和 ６年度 － － － － － － ２，０５２ ２，０５２

令和 ７年度 － － － － － － ２，０５２ ２，０５２

外 国 証 券
令和 ６年度 ０ ２００ ６００ ３００ ２００ ２００ ０ １，５００

令和 ７年度 ２００ ３００ ２００ ３００ ２００ ２００ ０ １，４００

その他の証券
令和 ６年度 － － － － － － － －

令和 ７年度 － － － － － － － －

合 計
令和 ６年度 ５００ １，３００ ３，３００ １，５００ ６，３００ １１，４００ ２，０５２ ２６，３５２

令和 ７年度 ５００ １，６００ ９００ ２，３００ ６，８００ ９，０００ ２，０５２ ２３，１５２

有価証券、金銭の信託等の取得価格または契約価格、時価及び評価損益有価証券、金銭の信託等の取得価格または契約価格、時価及び評価損益（単位：百万円）（単位：百万円）

項　　　目
取得価格
または
契約価格

時　　価 評価損益

有 価 証 券
令和 ６年度 ２６，０９３ ２６，１３６ ４３

令和 ７年度 ２２，８２４ ２３，３５５ ５３１

金銭の信託
令和 ６年度 － － －

令和 ７年度 － － －

デリバティブ
等 商 品

令和 ６年度 － － －

令和 ７年度 － － －
（注） １．「時価」は、「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会：平成１１年 １ 月２２日）に定める時価に基づいて
表示しております。なお、時価のないものについては、帳簿価格
で表示しております。

　　　 ２．デリバティブ等商品とは、預金等と協同組合による金融事業に関
する法律施行規則第 ５条の ７第 １項第 ５号に掲げる取引（金融先
物取引、金融等デリバティブ取引、先物外国為替取引、有価証券
デリバティブ取引等）を組合せた商品です。

有価証券種類別平均残高　　　　　有価証券種類別平均残高　　　　　（単位：百万円、％）（単位：百万円、％）

区　　分
令和 ６年度 令和 ７年度

金　額 構成比 金　額 構成比
国 債 ５，７８２ ２３．９ ６，６６０ ２７．０

地 方 債 １，６４１ ６．７ ２，８９８ １１．７

短 期 社 債 － － － －

社 債 １３，１６３ ５４．５ １１，５３８ ４６．８

株 式 ２，０５６ ８．５ ２，０５９ ８．３

外 国 証 券 １，５０２ ６．２ １，４６８ ５．９

その他の証券 ０ ０．０ ０ ０．０

合 計 ２４，１４６ １００．０ ２４，６２５ １００．０
（注）当組合は、商品有価証券を保有しておりません。
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その他有価証券その他有価証券 （単位：百万円）（単位：百万円）

売買目的有価証券売買目的有価証券

満期保有目的の債券満期保有目的の債券

子会社・子法人等株式及び関連法人等株式で時価のあるもの子会社・子法人等株式及び関連法人等株式で時価のあるもの

種　類
令和 ６年度 令和 ７年度

貸借対照表
計　上　額 取得原価 差　　額 貸借対照表

計　上　額 取得原価 差　　額

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株 式 ３，２１３ １，８９２ １，３２１ ４，４８４ １，９５２ ２，５３２

債 券 ２，９３０ ２，８８９ ４０ １６８ １４７ ２１

国 債 １，００８ ９８７ ２１ １０１ ９９ １

地 方 債 ８５９ ８５４ ４ ０ ０ ０

短期社債 － － － － － －

社 債 １，０６１ １，０４７ １４ ６７ ４７ １９

そ の 他 － － － － － －

小 計 ６，１４３ ４，７８１ １，３６２ ４，６５２ ２，０９９ ２，５５３

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株 式 １３３ １６０ △２７ ８２ １００ △１８

債 券 １８，４５０ １９，６４７ △１，１９７ １７，３３２ １９，２２１ △１，８８８

国 債 ５，２４７ ５，６７６ △４２８ ５，７３１ ６，５７５ △８４３

地 方 債 １，８７２ ２，０１９ △１４６ ３，０８８ ３，３９４ △３０５

短期社債 － － － － － －

社 債 １１，３３０ １１，９５２ △６２２ ８，５１２ ９，２５１ △７３９

そ の 他 １，４０９ １，５０２ △９３ １，２８７ １，４０２ △１１５

小 計 １９，９９２ ２１，３１１ △１，３１８ １８，７０２ ２０，７２５ △２，０２２

合　　　　　　　　　　計 ２６，１３６ ２６，０９３ ４３ ２３，３５５ ２２，８２４ ５３１

該当事項ありません。

金銭の信託金銭の信託

該当事項ありません。

該当事項ありません。

該当事項ありません。

（注） １．上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。
　　　 ２．市場価格のない株式等及び組合出資金は本表には含めておりません。

市場価格のない株式等及び組合出資金　　　　　　市場価格のない株式等及び組合出資金　　　　　　（単位：百万円）（単位：百万円）

令和 ６年度 令和 ７年度

貸借対照表計上額 貸借対照表計上額

子会社・子法人等株式 ０ ０

関 連 法 人 等 株 式 ０ ０

非 上 場 株 式 １ １

全 信 組 連 出 資 金 ３４ ３４

合 計 ３６ ３６
（注） １．子会社・子法人等株式、関連法人等株式、非上場株式及び全信組

連出資金については、企業会計基準適用指針第１９号「金融商品の
時価等の開示に関する適用指針」（令和 ２年 ３月３１日）第 ５項に
基づき、時価開示の対象とはしておりません。
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区　　　　　　分 残高
（Ａ）

担保・保証額
（Ｂ）

貸倒引当金
（Ｃ）

保全率
（Ｂ＋Ｃ）／（Ａ）

引当率
（Ｃ）／（Ａ－Ｂ）

破 産 更 生 債 権 及 び
これらに準ずる債権

令和 ６年度 ６３ ２０ ４２ １００．００ １００．００

令和 ７年度 ２１ ０ ２１ １００．００ １００．００

危 険 債 権
令和 ６年度 １５１ １２２ ２８ １００．００ １００．００

令和 ７年度 １６３ １４１ ２２ １００．００ １００．００

要 管 理 債 権
令和 ６年度 ０ ０ ０ ０．００ ０．００

令和 ７年度 ０ ０ ０ ０．００ ０．００

三月以上延滞債権
令和 ６年度 ０ ０ ０ ０．００ ０．００

令和 ７年度 ０ ０ ０ ０．００ ０．００

貸出条件緩和債権
令和 ６年度 ０ ０ ０ ０．００ ０．００

令和 ７年度 ０ ０ ０ ０．００ ０．００

小 計
令和 ６年度 ２１４ １４２ ７１ １００．００ １００．００

令和 ７年度 １８５ １４１ ４３ １００．００ １００．００

正 常 債 権
令和 ６年度 ７，９８５

令和 ７年度 ８，４３４

合 計
令和 ６年度 ８，１９９

令和 ７年度 ８，６１９

協金法開示債権（リスク管理債権）及び金融再生法開示債権の保全・引当状況　　　　　　協金法開示債権（リスク管理債権）及び金融再生法開示債権の保全・引当状況　　　　　　（単位：百万円、％）（単位：百万円、％）

（注） １．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者
に対する債権及びこれらに準ずる債権です。

　　　 ２．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取
りができない可能性の高い債権（ １に掲げるものを除く。）です。

　　　 ３．「要管理債権」とは、「三月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金です。
　　　 ４．「三月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金（ １及び ２に掲げるものを除く。）です。
　　　 ５．「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務

者に有利となる取決めを行った貸出金（ １、 ２及び ４に掲げるものを除く。）です。
　　　 ６．「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権（ １、 ２及び ３に掲げるものを除く。）です。
　　　 ７．「担保・保証額」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額です。
　　　 ８．「貸倒引当金」は、正常債権に対する一般貸倒引当金を除いて計上しております。
　　　 ９．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「正常債権」が対象となる債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償

還及び利息の支払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第 ２条第 ３項）によるも
のに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに債務保証見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価
証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）です。

　　　１０．金額は決算後（償却後）の計数です。
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自己資本の構成に関する事項自己資本の構成に関する事項
（単位：百万円）（単位：百万円）

項　　　　　　　目 令和 ６年度 令和 ７年度

コア資本に係る基礎項目（ １）

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員勘定又は会員勘定の額 ４，８９３ ５，０１４

うち、出資金及び資本剰余金の額 ４３ ４２

うち、利益剰余金の額 ４，８５８ ４，９７９

うち、外部流出予定額（△） ７ ８

うち、上記以外に該当するものの額 － －

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 ３４ ３３

うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 ３４ ３３

うち、適格引当金コア資本算入額 － －

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、コア資本に係
る基礎項目の額に含まれる額 － －

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の四十五パーセントに相当する額のうち、コア資本に係
る基礎項目の額に含まれる額

コア資本に係る基礎項目の額（イ） ４，９２８ ５，０４７

コア資本に係る調整項目（ ２）

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額 ０ ０

うち、のれんに係るものの額 － －

うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額 ０ ０

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 － －

適格引当金不足額 － －

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 － －

負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 － －

前払年金費用の額 － －

自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額 － －

意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 － －

少数出資金融機関等の対象普通出資等の額 － －

信用協同組合連合会の対象普通出資等の額 － －

特定項目に係る十パーセント基準超過額 － －

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 － －

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 － －

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 － －

特定項目に係る十五パーセント基準超過額 － －

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 － －

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 － －

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 － －

コア資本に係る調整項目の額（ロ） ０ ０

自己資本

自己資本の額（（イ）－（ロ））（ハ） ４，９２７ ５，０４７
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項　　　　　　　目 令和 ６年度 令和 ７年度

リスク・アセット等（ ３）

信用リスク・アセットの額の合計額 ２０，６７０ １９，６７５

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 － －

うち、他の金融機関等向けエクスポージャー － －

うち、上記以外に該当するものの額

マーケット・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額 － －

勘定間の振替分 － －

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額 ６１７ ６９０

フロア調整額 － －

リスク・アセット等の額の合計額（ニ） ２１，２８７ ２０，３６５

自己資本比率

自己資本比率（（ハ）／（ニ）） ２３．１４％ ２４．７８％
（注）自己資本比率の算出方法を定めた「協同組合による金融事業に関する法律第六条第一項において準用する銀行法第１４条の ２の規定に基づき、信用協同組

合及び信用協同組合連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成１８年金融庁告示第２２
号）」に係る算式に基づき算出しております。なお、当組合は国内基準を採用しております。					   

（単位：百万円）（単位：百万円）
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令和 ６年度 令和 ７年度
リ ス ク ・
アセット等

所　　　要
自己資本額

リ ス ク ・
アセット等

所　　　要
自己資本額

イ．信用リスク・アセット、所要自己資本の額合計※ １ ２０，６７０ ８２６ １９，６７５ ７８７
①標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー※ ２ ２０，６７０ ８２６ １９，６７５ ７８７
（ⅰ）　ソブリン向け ２００ ８ １７６ ７
（ⅱ）　金融機関向け ２，７５４ １１０ ２，５０５ １００

第一種金融商品取引業者及び保険会社向け １８０ ７ １５０ ６
（ⅲ）カバード・ボンド向け － － － －
（ⅳ）　法人等向け（特定貸付債権を含む） ４，６１２ １８４ ３，１７８ １２７

特定貸付債権向け － － ７０ ２
（ⅴ）　中堅中小企業等・個人向け ３，９４３ １５７ ４，１０９ １６４

トランザクター向け － － － －
（ⅵ）　不動産関連向け ８８４ ３５ １，０５０ ４２

自己居住用不動産等向け ８８４ ３５ １，０５０ ４２
賃貸用不動産向け － － － －
事業用不動産関連向け － － － －
その他不動産関連向け － － － －
ADC向け － － － －

（ⅶ）　劣後債兼及びその他資本性証券等 ３，６５５ １４６ ３，５６７ １４２
（ⅷ）　延滞等向け １６６ ６ １７４ ６
（ⅸ）　自己居住用不動産向けエクスポージャーに係る延滞 ２ ０ ２ ０
（ⅹ）　株式等 ２，０５２ ８２ ２，６６８ １０６
（ⅺ）　重要な出資のエクスポージャー － － － －
（ⅻ）　他の金融機関等の対象資本等調達手段のうち対象普通出資等

及びその他外部TLAC関連調達手段に該当するもの以外のも
のに係るエクスポージャー

２，００５ ８０ １，７５４ ７０

（xⅲ）信用協同組合連合会の対象普通出資等であってコア資本に係
る調整項目の額に算入されなかった部分に係るエクスポージ
ャー

３４ １ ３４ １

（xⅳ）その他 ３５８ １４ ４５３ １８
②証券化エクスポージャー － － － －
③リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー － － － －

ルック・スルー方式 － － － －
マンデート方式 － － － －
蓋然性方式（２５０％） － － － －
蓋然性方式（４００％） － － － －
フォールバック方式（１，２５０％） － － － －

④未決済取引
⑤他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係る経
過措置によりリスク・アセットの額に算入されなかったものの額 － － － －

⑥CVAリスク相当額を八パーセントで除して得た額（簡便法） － － － －
⑦中央清算機関関連エクスポージャー － － － －

ロ．オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額 ６１７ ２４ ６９０ ２７
BI － －
BIC － －

ハ．単体総所要自己資本額（イ＋ロ） ２１，２８７ ８５０ ２０，３６５ ８１４

（単位：百万円）（単位：百万円）■自己資本の充実度に関する事項

注） １．所要自己資本の額＝リスク・アセットの額× ４％
　　 ２．「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額です。
　　 ３．「ソブリン」とは、中央政府、中央銀行、地方公共団体、地方公共団体金融機構、我が国の政府関係機関、土地開発公社、地方住宅供給公社、地方道

路公社、外国の中央政府以外の公共部門（当該国内においてソブリン扱いになっているもの）、国際開発銀行、国際決済銀行、国際通貨基金、欧州
中央銀行、信用保証協会等のことです。									       

　　 ４．「延滞等」とは、次の事由が生じたエクスポージャーのことです。
　　　①金融再生法施行規則上の「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」に該当すること
　　　②重大な経済的損失を伴う売却を行うこと
　　　③ ３か月以上限度額を超過した当座貸越であること
　　 ５．「その他」とは、（ⅰ）～（xⅲ）に区分されないエクスポージャーです。具体的には金融機関劣後債、その他の資産合計、無形固定資産、有形固定資産、

貸倒引当金等が含まれます。
　　 ６．当組合では、マーケット・リスクに関する事項は該当ありません。
　　 ７．当組合は、標準的計測手法かつ LIMを「 １」としてオペレーショナル・リスク相当額を算定しております（令和 ６年度計数）。
　　 ８．単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額× ４％

定量的な開示事項定量的な開示事項
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信用リスクに関する事項（リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー及び証券化化エクスポージャーを除く）信用リスクに関する事項（リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー及び証券化化エクスポージャーを除く）

（単位：百万円）（単位：百万円）
■信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高
〈地域別・業種別・残存期間別〉

エクスポージャー区分

地域区分
業種区分
期間区分

信用リスクエクスポージャー期末残高

延滞エクスポージャー貸出金、コミットメント及
びその他のデリバティブ以
外のオフ・バランス取引

債　　　券 デリバティブ取引

令和 ６年度 令和 ７年度 令和 ６年度 令和 ７年度 令和 ６年度 令和 ７年度 令和 ６年度 令和 ７年度 令和 ６年度 令和 ７年度
国 内 ４３，２９５ ４１，１４８ ８２３４ ８，６４５ ２１，６８０ １７，４９９ － － － －
国 外 １，４０９ １，２８７ － － １，４０９ １，２８７ － － － －
地 域 別 合 計 ４４，７０５ ４２，４３５ ８２３４ ８，６４５ ２３，０８９ １８，７８８ － － － －
製 造 業 ４，４６１ ３，５０５ － － ３，２１２ １，９３２ － － － －
農 業 － － － － － － － － －
林 業 － － － － － － － － －
漁 業 － － － － － － － － －
鉱業、採石業、砂利採取業 － － － － － － － － －
建 設 業 ５０５ ４１５ － － １９１ ９４ － － － －
電気・ガス・熱供給・水道業 ２，９４７ ２，７３０ － － ２，６３９ ２，１７５ － － － －
情 報 通 信 業 ６２７ ６５３ － － ３６３ ３５６ － － － －
運 輸 業、郵 便 業 ９９８ ６２６ － － ８３４ ４３０ － － － －
卸 売 業、小 売 業 １，１３７ １，０８７ － － ６８２ ２８４ － － － －
金 融 業、保 険 業 １３，６３９ １３，３５６ － － ３，０５７ ２，１４６ － － － －
不 動 産 業 １，４２９ ８３１ － － １，４２９ ８３１ － － － －
物 品 賃 貸 業 － － － － － － － － － －
学術研究、専門・技術サービス業 － － － － － － － － － －
宿 泊 業 － － － － － － － － － －
飲 食 業 － － － － － － － － － －
生活関連サービス業、娯楽業 － － － － － － － － － －
教育、学習支援業 － － － － － － － － － －
医 療 、 福 祉 ４，８３９ ５，０３４ ４８３９ ５，０３４ － － － － ２１６ １８７
その他のサービス － － － － － － － － － －
そ の 他 の 産 業 － － － － － － － － － －
国・地方公共団体等 １０，６７９ １０，５３６ － － １０，６７９ １０，５３６ － － － －
個 人 ３，３９５ ３，６１０ ３３９５ ３，６１０ － － － － － －
そ の 他 ４３ ４５ － － － － － － － －
業 種 別 合 計 ４４，７０５ ４２，４３５ ８２３４ ８，６４５ ２３，０８９ １８，７８８ － － － －
１ 年 以 下 １０，２１３ １０，２０２ １２７ １８ ７９９ ４９８ － －
１ 年 超 ３ 年 以 下 １，５３２ １，６６６ ２５４ ９７ １，２７８ １，５６９ － －
３ 年 超 ５ 年 以 下 ３，３４４ １，０１２ １２６ １４３ ３，２１８ ８６９ － －
５ 年 超 ７ 年 以 下 ２，０６１ ２，８５０ ４４２ ５３４ １，４１９ ２，１１６ － －
７ 年 超 １０ 年 以 下 ６，９５０ ６，９６８ ４０１ ３８０ ６，０４９ ６，０８８ － －
１０ 年 超 １７，１０７ １５，０４０ ６７８６ ７，３９７ １０，３２１ ７，６４３ － －
期間の定めのないもの ３，４８５ ４，６８６ ９４ ７２ － － － －
そ の 他 － － － － － － － －
残 存 期 間 別 合 計 ４４，７０５ ４２，４３５ ８，２３４ ８，６４５ ２３，０８９ １８，７８８ － －
（注） １．「貸出金、コミットメント及びその他のデリバディブ以外のオフ・バランス取引」とは、貸出金の期末残高の他、当座貸越等のコミットメントの与

信相当額、デリバティブ取引を除くオフ・バランス取引の与信相当額の合計額です。
　　　 ２．「延滞等」とは、次の事由が生じたエクスポージャーのことです。
　　　　①金融再生法施行規則上の「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」に該当すること
　　　　②重大な経済的損失を伴う売却を行うこと
　　　　③ ３か月以上限度額を超過した当座貸越であること
　　　 ３．上記の「その他」は、裏付となる個々の資産の全部又は一部を把握することや、業種区分・機関区分などに分類することが困難なエクスポージャー

です。具体的には現金が含まれます。
　　　 ４．CVAリスクおよび中央精算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。
　　　 ５．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。
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期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
目的使用 その他

一般貸倒引当金
令和 ６年度 ３５ ３４ － ３５ ３４

令和 ７年度 ３４ ３３ － ３４ ３３

個別貸倒引当金
令和 ６年度 ５３ ７１ － ５３ ７１

令和 ７年度 ７１ ４３ － ７１ ４３

合 計
令和 ６年度 ８９ １０６ － ８９ １０６

令和 ７年度 １０６ ７７ － １０６ ７７

（単位：百万円）（単位：百万円）■一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額

（単位：百万円）（単位：百万円）■業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の残高等

個別貸倒引当金
貸出金償却

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

令和 ６年度 令和 ７年度 令和 ６年度 令和 ７年度 令和 ６年度 令和 ７年度 令和 ６年度 令和 ７年度 令和 ６年度 令和 ７年度

医 療 、 福 祉 ５３ ７１ ７１ ４３ ５３ ７１ ７１ ４３ － －

その他のサービス － － － － － － － － － －

そ の 他 の 産 業 － － － － － － － － － －

国・地方公共団体等 － － － － － － － － － －

個 人 － － － － － － － － － －

合 計 ５３ ７１ ７１ ４３ ５３ ７１ ７１ ４３ － －
（注）当組合は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。
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■標準的手法が適用されるエクスポージャーのポートフォリオの区分ごとの内訳

CCF・信用リスク
削減効果適用前 CCF・信用リスク削減効果適用後 リ ス ク ・

ウェイトの
加重平均値
（％）

オ ン ・
バランス
資産項目

オ フ ・
バランス
資産項目

オ ン ・
バランス
資産項目

オ フ ・
バランス
資産項目

信用リスク
・アセット
の額　　　

令和 ６年度

現金 ４３ － ４３ － － －

我が国の中央政府及び中央銀行向け ７，１２４ － ７，１２４ － － －

外国の中央政府及び中央銀行向け － － － － － －

国際決済銀行等向け － － － － － －

我が国の地方公共団体向け ２，８７９ － ２，８７９ － － －

外国の中央政府等以外の公共部門向け － － － － － －

国際開発銀行向け ２００ － ２００ － ４０ ２０

地方公共団体金融機構向け － － － － － －

我が国の政府関係機関向け １，２０１ － １，２０１ － １２０ １０

地方三公社向け １００ － １００ － ２０ ２０

金融機関、第一種金融商品取引業者及び保険会社向け １１，４１３ － １１，４１３ － ２，７５４ ２２

第一種金融商品取引業者及び保険会社向け ４００ － ４００ － １８０ ４５

カバ―ド・ボンド向け － － － － － －

法人等向け（特定貸付債権向けを含む） ８，５８７ １０６ ８，５８７ ２７ ４，６１２ ５４

特定貸付債権向け － － － － － －

中堅中小企業等向け及び個人向け ４，００２ ２３６ ３，９９５ ６８ ３，９４３ －

トランザクタ―向け － － － － － －

不動産関連向け ２，１６２ － ２，１６２ － ８８４ ４１

自己居住用不動産等向け ２，１６２ － ２，１６２ － ８８４ ４１

賃貸用不動産向け － － － － － －

事業用不動産関連向け － － － － － －

その他不動産関連向け － － － － － －

ADC向け － － － － － －

劣後債権及びその他資本性証券等 ３，６５５ － ３，６５５ － ３，６５５ １００

延滞等向け（自己居住用不動産等向けを除く。） １２６ ４ １２６ １ １６６ １３０

自己居住用不動産等向けエクスポ―ジャ―に係る延滞 ２ － ２ － ２ １００

取立未済手形 － － － － － －

信用保証協会等による保証付 ２００ － ２００ － ２０ １０

株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付 － － － － － －

株式等 ２，０５２ － ２，０５２ － ２，０５２ １００

合 計 １８，２７１

（単位：百万円）（単位：百万円）
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CCF・信用リスク
削減効果適用前 CCF・信用リスク削減効果適用後 リ ス ク ・

ウェイトの
加重平均値
（％）

オ ン ・
バランス
資産項目

オ フ ・
バランス
資産項目

オ ン ・
バランス
資産項目

オ フ ・
バランス
資産項目

信用リスク
・アセット
の額　　　

令和 ７年度

現金 ４５ － ４５ － － －

我が国の中央政府及び中央銀行向け ７，２３５ － ７，２３５ － － －

外国の中央政府及び中央銀行向け － － － － － －

国際決済銀行等向け － － － － － －

我が国の地方公共団体向け ３，４０１ － ３，４０１ － － －

外国の中央政府等以外の公共部門向け － － － － － －

国際開発銀行向け ２００ － ２００ － ４０ ２０

地方公共団体金融機構向け ３００ － ３００ － ３０ １０

我が国の政府関係機関向け ９０１ － ９０１ － ９０ １０

地方三公社向け － － － － － －

金融機関、第一種金融商品取引業者及び保険会社向け １１，５２１ － １１，５２１ － ２，５０５ ２０

第一種金融商品取引業者及び保険会社向け ３００ － ３００ － １５０ ５０

カバ―ド・ボンド向け － － － － － －

法人等向け（特定貸付債権向けを含む） ５，５８７ ９７ ５，５４７ ２６ ３，１７８ ５７

特定貸付債権向け ２００ － ２００ － ７０ ３５

中堅中小企業等向け及び個人向け ４，１８３ ２１８ ４，１８１ ５３ ４，１０９ ９７

トランザクタ―向け － － － － － －

不動産関連向け ２，４７３ － ２，４７３ － １，０５０ ４２

自己居住用不動産等向け ２，４７３ － ２，４７３ － １，０５０ ４２

賃貸用不動産向け － － － － － －

事業用不動産関連向け － － － － － －

その他不動産関連向け － － － － － －

ADC向け － － － － － －

劣後債権及びその他資本性証券等 ２，８５３ － ２，８５３ － ３，５６７ １２５

延滞等向け（自己居住用不動産等向けを除く。） １２５ － １２５ － １７４ １３９

自己居住用不動産等向けエクスポ―ジャ―に係る延滞 ２ － ２ － ２ １００

取立未済手形 － － － － － －

信用保証協会等による保証付 １５９ － １５９ － １５ １０

株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付 － － － － － －

株式等 ２，０５２ － ２，０５２ － ２，６６８ １３０

合 計 １９，６７５
（注） １．「CCF」とは、オフ・バランス取引の与信相当額を計算する際に使用する掛目（％）のことです。
　　　 ２．「リスク・ウェイトの加重平均値（％）」とは、信用リスク・アセットの額をCCF・信用リスク削減手法適用後エクスポージャーのオン・バランス

の額とオフ・バランスの額の合計額で除して算出した値のことです。

（単位：百万円）（単位：百万円）
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資産の額及び与信相当額の合計額（CCF・信用リスク削減効果適用後）

０％ １０％ １５％ ２０％ ２５％ ３０％ ３１．２５％ ３５％ ３７．５０％ ４０％ ４３．７５％ ４５％ ５０％ ５６．２５％ ６０％ ６２．５０％

令和 ６年度

現金 ４３ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

我が国の中央政府及び中央
銀行向け ７，１２４ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

外国の中央政府及び中央銀
行向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

国際決済銀行等向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

我が国の地方公共団体向け ２，８７９ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

外国の中央政府等以外の公
共部門向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

国際開発銀行向け ０ ０ ０ ２００ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

地方公共団体金融機構向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

我が国の政府関係機関向け ０ １，２０１ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

地方三公社向け ０ ０ ０ １００ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

金融機関、第一種金融商品取
引業者及び保険会社向け ０ ０ ０ ９，７０６ ０ １，２０６ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ３００ ０ ０ ０

第一種金融商品取引業
者及び保険会社向け ０ ０ ０ ０ ０ １００ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ３００ ０ ０ ０

カバ―ド・ボンド向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

法人等向け（特定貸付債権
向けを含む） ０ ０ ０ １，１０２ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ５，６１０ ０ ０ ０

特定貸付債権向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

中堅中小企業等向け及び個
人向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

トランザクタ―向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

不動産関連向け ０ ０ ０ ２６０ ２１０ ６８１ ０ ０ ０ ２９９ ０ ０ ２０９ ０ ０ ０

自己居住用不動産等向
け ０ ０ ０ ２６０ ２１０ ６８１ ０ ０ ０ ２９９ ０ ０ ２０９ ０ ０ ０

賃貸用不動産向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

事業用不動産関連向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

その他不動産関連向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

ADC向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

劣後債権及びその他資本性
証券等 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

延滞等向け（自己居住用不
動産等向けを除く。） ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ２５ ０ ０ ０

自己居住用不動産等向けエ
クスポ―ジャ―に係る延滞 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

取立未済手形 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

信用保証協会等による保証
付 ０ ２００ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

株式会社地域経済活性化支
援機構等による保証付 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

株式等 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

合 計 １０，０４７ １，４０１ ０ １１，３６９ ２１０ １，８８７ ０ ０ ０ ２９９ ０ ０ ６，１４５ ０ ０ ０

■標準的手法が適用されるエクスポージャーのポートフォリオの区分ごと並びにリスク・ウェイトの区分ごとの内訳 （単位：百万円）（単位：百万円）
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資産の額及び与信相当額の合計額（CCF・信用リスク削減効果適用後）

７０％ ７５％ ８０％ ８５％ ９０％ ９３．７５％ １００％ １０５％ １１０％ １１２．５０％ １３０％ １５０％ ２５０％ ４００％ その他 合計

令和 ６年度

現金 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ４３

我が国の中央政府及び中央
銀行向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ７，１２４

外国の中央政府及び中央銀
行向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

国際決済銀行等向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

我が国の地方公共団体向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ２，８７９

外国の中央政府等以外の公
共部門向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

国際開発銀行向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ２００

地方公共団体金融機構向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

我が国の政府関係機関向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １，２０１

地方三公社向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １００

金融機関、第一種金融商品取
引業者及び保険会社向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ２００ ０ ０ ０ １１，４１３

第一種金融商品取引業
者及び保険会社向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ４００

カバ―ド・ボンド向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

法人等向け（特定貸付債権
向けを含む） ０ ３００ ０ １，６０１ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ８，６１４

特定貸付債権向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

中堅中小企業等向け及び個
人向け ０ ４７９ ０ ０ ０ ０ ３，５８３ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ４，０６３

トランザクタ―向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

不動産関連向け ５０１ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ２，１６２

自己居住用不動産等向
け ５０１ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ２，１６２

賃貸用不動産向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

事業用不動産関連向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

その他不動産関連向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

ADC向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

劣後債権及びその他資本性
証券等 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ３，６５５ ０ ０ ０ ３，６５５

延滞等向け（自己居住用不
動産等向けを除く。） ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １０２ ０ ０ ０ １２７

自己居住用不動産等向けエ
クスポ―ジャ―に係る延滞 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ２ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ２

取立未済手形 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

信用保証協会等による保証
付 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ２００

株式会社地域経済活性化支
援機構等による保証付 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

株式等 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ２，０５２ ０ ０ ２，０５２

合 計 ５０１ ７８０ ０ １，６０１ ０ ０ ３，５８６ ０ ０ ０ ０ ３，９５８ ２，０５２ ０ ０ ４３，８４１

（単位：百万円）（単位：百万円）
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資産の額及び与信相当額の合計額（CCF・信用リスク削減効果適用後）

０％ １０％ １５％ ２０％ ２５％ ３０％ ３１．２５％ ３５％ ３７．５０％ ４０％ ４３．７５％ ４５％ ５０％ ５６．２５％ ６０％ ６２．５０％

令和 ７年度

現金 ４５ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

我が国の中央政府及び中央
銀行向け ７，２３５ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

外国の中央政府及び中央銀
行向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

国際決済銀行等向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

我が国の地方公共団体向け ３，４０１ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

外国の中央政府等以外の公
共部門向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

国際開発銀行向け ０ ０ ０ ２００ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

地方公共団体金融機構向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

我が国の政府関係機関向け ０ １，２０１ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

地方三公社向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

金融機関、第一種金融商品取
引業者及び保険会社向け ０ ０ ０ ９，９１４ ０ １，１０５ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ３００ ０ ０ ０

第一種金融商品取引業
者及び保険会社向け ０ ０ ０ ０ ０ ３００ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

カバ―ド・ボンド向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

法人等向け（特定貸付債権
向けを含む） ０ ０ ０ ６０２ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ３，３０７ ０ ０ ０

特定貸付債権向け ０ ０ ０ ２００ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

中堅中小企業等向け及び個
人向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

トランザクタ―向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

不動産関連向け ０ ０ ０ ２６２ ２０４ ６５４ ０ ０ ０ ３６２ ０ ０ ４３６ ０ ０ ０

自己居住用不動産等向
け ０ ０ ０ ２６２ ２０４ ６５４ ０ ０ ０ ３６２ ０ ０ ４３６ ０ ０ ０

賃貸用不動産向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

事業用不動産関連向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

その他不動産関連向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

ADC向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

劣後債権及びその他資本性
証券等 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

延滞等向け（自己居住用不
動産等向けを除く。） ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ４ ０ ０ ０

自己居住用不動産等向けエ
クスポ―ジャ―に係る延滞 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

取立未済手形 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

信用保証協会等による保証
付 ０ １５９ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

株式会社地域経済活性化支
援機構等による保証付 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

株式等 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

合 計 １０，６８２ １，３６１ ０ １０，９７８ ２０４ １，７６０ ０ ０ ０ ３６２ ０ ０ ４，０４９ ０ ０ ０

（単位：百万円）（単位：百万円）
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資産の額及び与信相当額の合計額（CCF・信用リスク削減効果適用後）

７０％ ７５％ ８０％ ８５％ ９０％ ９３．７５％ １００％ １０５％ １１０％ １１２．５０％ １３０％ １５０％ ２５０％ ４００％ その他 合計

令和 ７年度

現金 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ４５

我が国の中央政府及び中央
銀行向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ７，２３５

外国の中央政府及び中央銀
行向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

国際決済銀行等向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

我が国の地方公共団体向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ３，４０１

外国の中央政府等以外の公
共部門向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

国際開発銀行向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ２００

地方公共団体金融機構向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

我が国の政府関係機関向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １，２０１

地方三公社向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

金融機関、第一種金融商品取
引業者及び保険会社向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ２００ ０ ０ ０ １１，５２１

第一種金融商品取引業
者及び保険会社向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ３００

カバ―ド・ボンド向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

法人等向け（特定貸付債権
向けを含む） ０ １００ ０ １，５６４ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ５，５７３

特定貸付債権向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ２００

中堅中小企業等向け及び個
人向け ０ ５００ ０ ０ ０ ０ ３，７３３ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ４，２３４

トランザクタ―向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

不動産関連向け ５５２ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ２，４７３

自己居住用不動産等向
け ５５２ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ２，４７３

賃貸用不動産向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

事業用不動産関連向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

その他不動産関連向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

ADC向け ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

劣後債権及びその他資本性
証券等 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ２，８５３ ０ ０ ０ ２，８５３

延滞等向け（自己居住用不
動産等向けを除く。） ０ ０ ０ ０ ０ ０ １９ ０ ０ ０ ０ １０１ ０ ０ ０ １２５

自己居住用不動産等向けエ
クスポ―ジャ―に係る延滞 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ２ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ２

取立未済手形 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

信用保証協会等による保証
付 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １５９

株式会社地域経済活性化支
援機構等による保証付 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

株式等 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ２，０５２ ０ ０ ２，０５２

合 計 ５５２ ６０１ ０ １，５６４ ０ ０ ３，７５５ ０ ０ ０ ０ ３，１５６ ２，０５２ ０ ０ ４１，０８１

（単位：百万円）（単位：百万円）
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（単位：百万円）（単位：百万円）

（単位：百万円）（単位：百万円）

■リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等

令和 ６年度

告示で定めるリスク
・ウェイト区分（％）

CCF・信用リスク削減効果適用前
CCFの加重平均値（％）

資産の額及び与信相当額
の合計額（CCF・信用
リスク削減効果適用後）

オ ン・ バ ラ ン ス
資 産 項 目

オ フ・ バ ラ ン ス
資 産 項 目

４０％未満 ２４，６１５ － － ２４，６１５

４０％～７０％ ６，９４６ － － ６，９４６

７５％ ７６５ １６２ ９ ７８０

８０％ － － － －

８５％ １，５７４ １０６ ２６ １，６０１

９０％～１００％ ３，９３３ ７４ ７１ ３，９３３

１０５％～１３０％ － － － －

１５０％ ３，９５６ ４ ３７ ３，９５８

２５０％ ２，０５２ － － ２，０５２

４００％ － － － －

１２５０％ － － － －

その他 － － － －

合 計 ４３，８４５ ３４７ ２８ ４３，８８９

令和 ７年度

告示で定めるリスク
・ウェイト区分（％）

CCF・信用リスク削減効果適用前
CCFの加重平均値（％）

資産の額及び与信相当額
の合計額（CCF・信用
リスク削減効果適用後）

オ ン・ バ ラ ン ス
資 産 項 目

オ フ・ バ ラ ン ス
資 産 項 目

４０％未満 ２４，９８７ － － ２４，９８７

４０％～７０％ ４，９６４ － － ４，９６４

７５％ ５８７ １６３ １０ ６０１

８０％ － － － －

８５％ １，５７８ ９７ ２７ １，５６４

９０％～１００％ ３，７１８ ５４ ６９ ３，７５５

１０５％～１３０％ － － － －

１５０％ ３，１５６ － － ３，１５６

２５０％ ２，０５２ － － ２，０５２

４００％ － － － －

１２５０％ － － － －

その他 － － － －

合 計 ４１，０４５ ３１５ ２５ ４１，０８１

（注）「CCFの加重平均値（％）」とは、CCFを適用した後及び信用リスク削減手法の効果を勘案する前のオフ・バランス取引のエクスポージャーの額を、
CCF・信用リスク削減手法適用前エクスポージャーのオフ・バランスの額に掲げる額で除して算出した値のことです。
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信用リスク削減手法に関する事項信用リスク削減手法に関する事項
（単位：百万円）（単位：百万円）■信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー

信用リスク削減手法

ポートフォリオ

適格金融資産担保 保　　　証 クレジット・デリバティブ
令和 ６年度 令和 ７年度 令和 ６年度 令和 ７年度 令和 ６年度 令和 ７年度

信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー ７ ４２ － － － －
①ソブリン向け － － － － － －
②金融機関向け － － － － － －

第一種金融商品取引業者及び保険会社向け － － － － － －
③カバード・ボンド － － － － － －
④法人等向け － － － － － －

－ － －
⑤中堅中小企業・個人向け ７ ４２ － － － －

－ － －
－ － －

⑥不動産関連向け － － － － － －
自己居住用不動産等向け － － － － － －
賃貸用不動産向け － － － － － －
事業用不動産関連向け － － － － － －
その他不動産関連向け － － － － － －
ADC向け － － － － － －

⑦劣後債権及びその他資本性証券等 － － － － － －
－ － －

⑧延滞エクスポージャー － － － － － －
⑨自己居住用不動産等向けエクス
　ポージャーに係る延滞 － － － － － －

－ － －
－ － －
－ － －

⑩株式等 － － － － － －
⑪その他 － － － － － －

（注） １．当組合は、適格金融資産担保について簡便手法を用いています。
　　　 ２．上記「保証」には、告示（平成１８年金融庁告示２２号）第４５条（信用保証協会、農業信用基金協会、漁業信用基金協会により保証されたエクスポージ

ャー）、第４６条（株式会社地域経済活性化支援機構により保証されたエクスポージャー）を含みません。
　　　 ３．「その他」とは、①～⑩に区分されないエクスポージャーです。

（単位：百万円）（単位：百万円）
■投資家の場合（信用リスク・アセットの算出対象となる証券化エクスポージャーに関する事項）
１．保有する証券化エクスポージャーの額及び主な原資産の種類別の内訳

令和 ６年度 令和 ７年度
オンバランス取引 オフバランス取引 オンバランス取引 オフバランス取引

証券化エクスポージャーの額 － － － － － － － －

（ⅰ）カードローン － － － － － － － －

（ⅱ）住宅ローン － － － － － － － －

（ⅲ）自動車ローン － － － － － － － －

派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項

証券化エクスポージャーに関する事項証券化エクスポージャーに関する事項
■オリジネーターの場合（信用リスク・アセットの算出対象となる証券化エクスポージャーに関する事項）

該当事項はありません。

該当事項はありません。

（注）再証券化エクスポージャーは保有しておりません。
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区　　　　　分
令和 ６年度 令和 ７年度

貸借対照表計上額 時　　価 貸借対照表計上額 時　　価
上 場 株 式 等 ３，３４５ ３，３４５ ４，５６５ ４，５６５

非 上 場 株 式 等 ３６ ３６ ３６ ３６

合 計 ３，３８１ ３，３８１ ４，６０１ ４，６０１

（単位：百万円）（単位：百万円）２．保有する証券化エクスポージャーの適切な数のリスク・ウェイトの区分ごとの残高及び所要自己資本の額等

告示で定めるリスク・ウェイト区分（％）

エクスポージャー残高 所要自己資本の額
令和 ６年度 令和 ７年度 令和 ６年度 令和 ７年度

オンバランス
取 引

オフバランス
取 引

オンバランス
取 引

オフバランス
取 引

オンバランス
取 引

オフバランス
取 引

オンバランス
取 引

オフバランス
取 引

１５％未満 － － － － － － － －

５０％未満 － － － － － － － －

１００％未満 － － － － － － － －

２５０％未満 － － － － － － － －

４００％未満 － － － － － － － －

１，２５０％未満 － － － － － － － －

１，２５０％ － － － －

（ⅰ）カードローン － － － －

（ⅱ）住宅ローン － － － －

（ⅲ）自動車ローン － － － －
（注） １．所要自己資本の額＝エクスポージャー残高×リスク・ウェイト× ４％
　　　 ２．「１，２５０％」欄の（ⅰ）～（ⅲ）は、当該額に係る主な原資産の種類別の内訳です。
　　　 ３．再証券化エクスポージャーは保有しておりません。

（注）投資信託等の複数の資産を裏付とするエクスポージャー（いわゆるファンド）のうち、上場・非上場の確認が困難なエクスポージャーについては、非上
場株式等に含めて記載しています。

出資等又は株式等エクスポージャーに関する事項出資等又は株式等エクスポージャーに関する事項
（単位：百万円）（単位：百万円）■貸借対照表計上額及び時価

令和 ６年度 令和 ７年度
売 却 益 ０ －

売 却 損 － ９２

償 却 － －
（注）損益計算書における損益の額を記載しております。

（単位：百万円）（単位：百万円）■出資等又は株式等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額

令和 ６年度 令和 ７年度
評 価 損 益 ４３ ５３１
（注）「貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額」とは、その他有価証券の評価損益です。

（単位：百万円）（単位：百万円）■貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額

令和 ６年度 令和 ７年度
評 価 損 益 － －
（注）「貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額」とは、子会社株式及び関連会社の評価損益です。

（単位：百万円）（単位：百万円）■貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額
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令和 ６年度 令和 ７年度
ルック・スルー方式を適用するエクスポージャー － －

マ ン デ ー ト 方 式 を 適 用 す る エ ク ス ポ ー ジ ャ ー － －

蓋 然 性 方 式（２５０ ％） を 適 用 す る エ ク ス ポ ー ジ ャ ー － －

蓋 然 性 方 式（４００ ％） を 適 用 す る エ ク ス ポ ー ジ ャ ー － －

フォールバック方式（１，２５０％）を適用するエクスポージャー － －

（単位：百万円）（単位：百万円）■リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項

（単位：百万円）（単位：百万円）■金利リスクに関する事項

IRRBB：金利リスク

項番

イ ロ ハ 二

ΔEVE ΔNII

当期末 前期末 当期末 前期末

１ 上方パラレルシフト １，０９０ １，３１２ ９５ ８２

２ 下方パラレルシフト ０ ０ ０ ０

３ スティープ化 ８４８ １，０６０

４ フラット化

５ 短期金利上昇

６ 短期金利低下

７ 最大値 １，０９０ １，３１２ ９５ ８２

ホ ヘ

当期末 前期末

８ 自己資本の額 ５，０４７ ４，９２７
（注）金利リスクの算定手法の概要等は、「定性的な開示事項」の項目に記載しております。
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手数料一覧手数料一覧

内国為替取扱実績　　　内国為替取扱実績　　　（単位：件、百万円）（単位：件、百万円）

代理貸付残高の内訳　代理貸付残高の内訳　（単位：百万円）（単位：百万円）

電子決済等代行業者との連携及び協働に係る方針電子決済等代行業者との連携及び協働に係る方針

振込金額

振込金融機関
３万円未満 ３万円以上

当信用組合（店内振替） 無料 無料

他 の 金 融 機 関 ２２０円 ４４０円

区　　　　分
令和 ６年度 令和 ７年度

件数 金額 件数 金額

送金・振込
他の金融機関向け ５，６６７ １５，８０１ ５，２６７ １０，５９９

他の金融機関から ４，８２１ ５，７７５ ４，８１９ ７，９８２

代金取立
他の金融機関向け － － － －

他の金融機関から － － － －

区　　　　　分 令和 ６年度 令和 ７年度

全国信用協同組合連合会 － －

商 工 組 合 中 央 金 庫 － －

日 本 政 策 金 融 公 庫 － －

住 宅 金 融 支 援 機 構 － －

年 金 資 金 運 用 基 金 － －

独立行政法人 雇用・能力開発機構 － －

独立行政法人 福祉医療機構 ３０２ ２６１

そ の 他 － －

合　　　　　　　　 計 ３０２ ２６１

外国為替取扱高外国為替取扱高

外貨建資産残高外貨建資産残高

公共債引受額公共債引受額

公共債窓販実績公共債窓販実績

該当ありません。

該当ありません。

該当ありません。

該当ありません。

　当信用組合は、電子決済等代行業者との連携及び協働に係る方

針を以下の通りといたします。

１ ．電子決済等代行業者との連携及び協働に係る基本方針
　当信用組合での顧客の接点は、Face to Face が中心であるこ

とを鑑み、電子決済等代行業者との連携及び協働は実施しません。

　実施する場合は、改めてご案内いたします。

（上記の手数料には消費税を含んでいます）
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主要な事業の内容主要な事業の内容 当組合の子会社当組合の子会社

該当事項はありません。

地区一覧地区一覧

店舗一覧表（事務所の名称・所在地）店舗一覧表（事務所の名称・所在地）

店　名 住　　　　　所 電　　話

本 店 〒９３９－８２１４　富山市黒崎３３番地 ０７６－４２９－６２７２

郡　　市　　別 地区市町村名

下 新 川 郡 医 師 会 黒部市・入善町・朝日町

魚 津 市 医 師 会 魚津市

滑 川 市 医 師 会 滑川市

中 新 川 郡 医 師 会 上市町・立山町・舟橋村

富 山 市 医 師 会 富山市

射 水 市 医 師 会 射水市

高 岡 市 医 師 会 高岡市

氷 見 市 医 師 会 氷見市

砺 波 医 師 会 砺波市

南 砺 市 医 師 会 南砺市

小 矢 部 市 医 師 会 小矢部市

１．預金業務

　　普通預金、定期預金、定期積金、別段預金、納税準備預金を

取扱っております。

２．貸出業務

　　手形貸付、証書貸付、当座貸越を取扱っております。

３．商品有価証券売買業務

　　取扱っておりません。

４．有価証券投資業務

　　預金の支払準備及び資金運用のため国債、地方債、社債、株

式、その他の証券に投資しております。

５．内国為替業務

　　送金為替、当座振込及び代金取立等を取扱っております。

６．外国為替業務

　　取扱っておりません。

７．社債受託及び登録業務

　　取扱っておりません。

８．金融先物取引等の受託等業務

　　取扱っておりません。

９．附帯業務

　⑴　有価証券の払込金の受入れ又はその元利金もしくは配当金

の支払の取扱い

　⑵　保護預かり

　⑶　代理業務

　　　独立行政法人福祉医療機構業務の代理

　⑷　次に掲げる者の業務の代理又は媒介

　　　信用協同組合及び信用協同組合連合会

　⑸　信託会社又は信託業務を営む金融機関の業務の代理又は媒

介（内閣総理大臣の定めるものに限る。）

　　　三井住友信託銀行

　⑹　⑶に掲げる代理業務において、その貸付によって生ずる債

務の保証

　⑺　有価証券の貸付け

　⑻　地域活性化等業務（内閣府令で定めるものに限る）

　⑼　法律により信用組合が営むことのできる業務

　　　保険業法により行う保険契約の締結の代理又は媒介
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〒939‒8214 富山市黒崎 33 番地


